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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 従業員数については、就業人員数を表示しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第134期 第135期 第136期 第137期 第138期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 51,900 53,517 51,565 50,253 48,750

経常利益 (百万円) 620 690 1,198 1,492 1,132

当期純利益又は 
当期純損失(△)

(百万円) △299 △189 506 687 549

純資産額 (百万円) 3,250 2,855 4,045 4,642 5,951

総資産額 (百万円) 27,792 25,721 24,780 25,249 27,696

１株当たり純資産額 (円) 82.10 72.11 102.18 117.29 150.35

１株当たり当期純利益 
又は１株当たり当期純 
損失(△)

(円) △7.56 △4.79 12.78 17.37 13.89

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 11.7 11.1 16.3 18.4 21.5

自己資本利益率 (％) △8.6 △6.2 14.7 15.8 10.4

株価収益率 (倍) △15.0 ― 16.4 23.9 27.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,262 1,873 2,329 697 △1,235

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 40 △181 123 △347 △451

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,876 △1,632 △2,819 56 1,157

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 1,985 1,986 1,560 1,956 1,483

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数)

(名)
706 
(145)

697
(151)

675
(254)

637 
(266)

658
(228)



(2) 提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 従業員数については、他社への出向者を除く就業人員数を表示しております。なお、臨時従業員数について

は、従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。 

  

回次 第134期 第135期 第136期 第137期 第138期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 43,292 42,490 40,100 37,449 40,054

経常利益 (百万円) 484 450 950 1,406 1,095

当期純利益又は 
当期純損失(△)

(百万円) △338 △285 367 577 643

資本金 (百万円) 1,980 1,980 1,980 1,980 1,980

発行済株式総数 (株) 39,600,000 39,600,000 39,600,000 39,600,000 39,600,000

純資産額 (百万円) 3,272 2,856 3,995 4,497 5,821

総資産額 (百万円) 27,169 24,757 24,457 24,962 27,998

１株当たり純資産額 (円) 82.64 72.15 100.92 113.62 147.08

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額)

(円) 
(円)

― 
(―)

1.50
(―)

3.00
(―)

5.00 
(―)

5.00
(―)

１株当たり当期純利益 
又は１株当たり当期純 
損失(△)

(円) △8.55 △7.22 9.29 14.59 16.25

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 12.0 11.5 16.3 18.0 20.8

自己資本利益率 (％) △9.5 △9.3 10.7 13.6 12.5

株価収益率 (倍) △13.2 ― 22.6 28.5 23.4

配当性向 (％) ― ― 32.3 34.3 30.8

従業員数 (名) 244 223 202 156 175



２ 【沿革】 

  

 

明治20年５月 有限責任神栄会社として資本金15万円で生糸問屋を主体に設立

明治26年６月 株式会社に組織変更し、社名を神栄株式会社と変更

大正４年４月 貿易部を設置し、繊維、雑貨等の輸出を開始

大正14年６月 社名を神栄生絲株式会社と変更

昭和３年５月 製糸業に進出

昭和４年６月 対米生糸輸出の拠点としてニューヨーク支店を設置

昭和17年３月 電機部門に進出、コンデンサの製造を開始

昭和22年８月 戦後、貿易再開により輸出入業務を再開

昭和23年９月 関東地区の商圏拡充を図るため東京支店を設置

昭和24年５月 東京、大阪証券取引所に株式を上場登録

昭和26年４月 神戸、横浜両生糸取引仲買人として営業を開始

昭和28年10月 日中貿易民間協定調印後、直ちに中国貿易を開始

昭和33年12月 米国ニューヨークに現地法人Shinyei Company, Inc.を設立して、対米輸出入業

務の円滑化を図る

昭和41年８月 子会社である神栄電機㈱と大分製絲㈱を吸収合併し、社名を神栄株式会社と変更

昭和42年４月 本社新社屋を神戸市中央区京町に竣工

昭和45年１月 大阪支店を設置し、繊維部門の拠点を拡充

昭和54年５月 Shinyei Company, Inc.を解散し、Shinyei Corp. of Americaを設立

昭和58年３月 生糸生産を中止し、商事部門、電機部門を拡充

昭和60年９月 九州シンエイ電子㈱を設立し、電子部品・基板の組立加工を開始(現・連結子会

社)

昭和62年５月 創立100周年を迎える

昭和62年11月 当社住関連事業部の業務の一部を引継ぎ、エスケー建材工業㈱を設立

平成元年５月 シンガポールに現地法人Shinyei Singapore Pte. Ltd.を設立、東南アジアにお

けるコンデンサの販売を強化(現・連結子会社)

平成元年６月 神戸市西区に中央研究所を設置

平成４年７月 マレーシアに現地法人Shinyei Kaisha Electronics(M)SDN. BHD.を設立、コンデ

ンサの製造開始(現・連結子会社)

平成５年７月 国内におけるコンデンサの生産を全面的に子会社長野シンエイ㈱に移管し、社名

をシンエイ電子部品㈱に変更

平成６年８月 シンエイ電子部品㈱へ従業員166名が移籍

平成７年１月 阪神・淡路大震災により本社社屋が倒壊

平成７年６月 本店を神戸市中央区東町に移転

平成９年12月 中国における事業の拡大のため、現地法人神栄(上海)貿易有限公司を設立(現・

連結子会社)



 
  

平成10年１月 米国サンディエゴに現地法人Shinyei Electronics Corp. of Americaを設立、米

国におけるコンデンサの販売を強化

平成10年３月 新本社ビルを元の神戸市中央区京町に再建

平成10年４月 新本社ビルにて営業開始

平成10年７月 エスケー電子㈱を設立し、液晶ディスプレイ装置の製造を開始(現・連結子会社) 

米国デラウエア州に、Shinyei Corp. of America及びShinyei Electronics 

Corp. of Americaの持株会社としてShinyei USA Corp.を設立

平成11年４月 エスケーエルテック㈱を設立し、照明バックライト等の販売を開始

平成11年12月 シンエイ電子部品㈱を解散

平成12年１月 コンデンサ事業再編の一環として神栄コンデンサ㈱を設立(現・連結子会社) 

神栄商事㈱をエスケー建材工業㈱に合併

平成12年12月 住・物資関連事業の事業領域拡大のため㈱新協和の株式を100％取得し子会社化

(現・連結子会社)

平成13年２月 電子関連事業の事業領域拡大のため吉田精機㈱の株式を100％取得し子会社化

(現・連結子会社)

平成14年１月 コンデンサ関連子会社（神栄コンデンサ㈱、Shinyei Singapore Pte. Ltd.及び

Shinyei Kaisha Electronics(M)SDN. BHD.）の統括管理を行うためエスケーシー

㈱を設立

平成14年４月 建築資材の卸売をエスケー建材工業㈱に移管し、社名を神栄マテリアル㈱に変更

(現・連結子会社)

平成14年11月 繊維関連事業の事業領域拡大のため㈱ヴォイス・オブ・エスケーを設立し、婦人

服の販売を開始

平成15年２月 住・物資関連事業の事業領域拡大のため藤倉商事㈱の株式を100％取得し子会社

化(現・連結子会社)

平成15年３月 電子関連事業の事業再編のためエスケーエルテック㈱をエスケー電子㈱に合併

平成15年４月 当社グループ全般の業務受託会社として神栄ビジネスエンジニアリングサービス

㈱を設立(現・連結子会社)

平成15年12月 Shinyei USA Corp.  は米国の仕入・販売拠点再編のため、子会社のShinyei 

Corp. of America 及びShinyei Electronics Corp. of Americaを吸収合併し、

社名をShinyei Corp. of America (S.C.A.)に変更(現・連結子会社)

平成16年８月 電子関連事業において、コンデンサ事業を営む神栄コンデンサ㈱が事業統括会社

であったエスケーシー㈱を吸収合併

平成17年３月

平成17年４月

㈱ヴォイス・オブ・エスケーを解散

Shinyei Singapore Pte. Ltd.を解散(現在清算中）



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社及び子会社13社で構成されており、繊維関連商品、食品関連商品及び住・物資関

連商品の卸売業・小売業並びに電子関連製品の製造・組立・販売を主な事業としております。 

当社グループの事業に係る位置付け及び当該事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりでありま

す。 

なお、事業の種類別セグメントと同一の区分であります。 

  

 
(注) １ 上記関係会社は、連結子会社であります。 

２ 上記のほか、関西通商㈱(休眠会社)があります。 

３ 神栄コンデンサ㈱は、Shinyei Singapore Pte.Ltd.及びShinyei Kaisha Electronics(M)SDN.BHD.の親会社

であります。 

  

事業の種類別 
セグメントの名称

事業内容 当社及び主な関係会社

繊維関連事業 繊維製品の卸売及び小売、原糸の卸売

国内 当社

海外
Shinyei Corp. of America 

神栄(上海)貿易有限公司

食品関連事業
冷凍食品、水産物、農産物の輸出入
及び国内販売

国内 当社

海外 Shinyei Corp. of America

住・物資関連事業

金属製品、機械機器、電気製品、 

建築資材、生活雑貨の卸売 

建築工事の施工、不動産賃貸 

損害保険代理店業務 

建築金物製造販売

国内

当社 

神栄マテリアル㈱ 

㈱新協和 

藤倉商事㈱ 

神栄ビジネスエンジニアリングサービス㈱

海外 Shinyei Corp. of America

電子関連事業

コンデンサ、湿度センサ、 

環境機器、電気製品、 

電子部品の製造・組立・販売 

測定機器製造販売

国内

当社 

神栄コンデンサ㈱ 

九州シンエイ電子㈱ 

エスケー電子㈱ 

吉田精機㈱

海外

Shinyei Corp. of America 

Shinyei Singapore Pte. Ltd. 

Shinyei Kaisha Electronics  

(M)SDN.BHD.



事業系統図を示すと次のとおりであります。 
  

 

  

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 上記関係会社は、すべて連結子会社であります。 

２ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

３ 特定子会社であります。 

４ 上記子会社のうち有価証券報告書を提出している会社はありません。 

５ 議決権の所有割合欄の( )は、間接所有しているものを内書しております。 

６ Shinyei Singapore Pte. Ltd. は、現在清算中であります。 

  

名称 住所
資本金又は
出資金 
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合 
(％)

関係内容

Shinyei Corp.of America 
(注)３

New York,NY,U.S.A.

US$

2,700千

繊維関連事業
食品関連事業 
住・物資関連 
事業 
電子関連事業

100.0 

当社の米国における仕入・
販売の拠点 
銀行借入の保証 
役員の兼任２名(うち当社 
従業員２名)

神栄(上海)貿易有限公司 中国上海市

US$

300千 繊維関連事業 100.0
当社商品の仕入・販売 
役員の兼任５名(うち当社
従業員５名)

神栄マテリアル㈱ 神戸市中央区 100
住・物資関連
事業

100.0

当社商品の仕入・販売 
土地・建物の賃借 
当社本社ビルの管理 
運転資金の貸付 
建物・機械の賃貸 
役員の兼任１名(うち当社
従業員１名)

㈱新協和 東大阪市 48
住・物資関連
事業

100.0
建物の賃貸 
役員の兼任３名(うち当社 
従業員３名)

藤倉商事㈱ 大阪府八尾市 90
住・物資関連
事業

100.0
運転資金の貸付 
役員の兼任２名(うち当社
従業員２名)

神栄ビジネスエンジニアリング
サービス㈱

神戸市中央区 10
住・物資関連
事業

100.0

当社業務の委託 
建物の賃貸 
役員の兼任１名(うち当社 
従業員１名)

九州シンエイ電子㈱ 
(注)３

大分県中津市 400 電子関連事業 100.0

当社商品の製造 
運転資金の貸付 
役員の兼任５名(うち当社 
役員１名、従業員４名)

エスケー電子㈱ 京都府綾部市 160 電子関連事業 100.0

当社商品の製造 
土地・建物・機械の賃貸 
役員の兼任３名(うち当社 
従業員３名)

吉田精機㈱ 東京都台東区 10 電子関連事業 100.0

当社商品の製造  
運転資金の貸付 
役員の兼任３名(うち当社 
従業員３名)

神栄コンデンサ㈱ 
(注)３

長野県東御市 200 電子関連事業 100.0

当社商品の製造 
土地・建物・機械の賃貸 
運転資金の貸付 
役員の兼任１名(うち当社 
従業員１名)

Shinyei Singapore Pte. Ltd. 
(注)６

Singapore

S$

300千 電子関連事業
100.0
(100.0)

―

Shinyei Kaisha 
Electronics(M)SDN.BHD. 
(注)３

Johor Bahru,Johor, 
MALAYSIA

M．RING

5,000千 電子関連事業
100.0
(100.0)

当社商品の製造 
銀行借入の保証  
役員の兼任１名(うち当社 
従業員１名)



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、他社への出向者58名は含んでおりません。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

神栄労働組合は、昭和24年９月に結成され、現在一部の子会社の労働組合とともに全神栄労働組合を

結成し、UIゼンセン同盟に加盟しています。平成18年３月末現在全神栄労働組合の組合員数は300名で

あります。なお、労働組合との関係で特記すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

繊維関連事業
49
(4)

食品関連事業 54

住・物資関連事業
75
(10)

電子関連事業
425
(209)

全社(共通)
55
(5)

合計
658
(228)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

175 39.8 15.6 6,878



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度中の世界経済は、原油高に起因したコスト増という大きな懸念材料があったものの、

在庫投資や住宅投資が好調に推移した米国経済、建設投資や輸出が牽引役となって景気が拡大した中国

経済、さらには、個人消費の緩やかな上昇に支えられ製造業を中心に景気が改善傾向にある欧州経済な

ど、世界経済全体としては総じて順調に拡大しました。 

一方、日本経済は、好調な輸出に支えられ企業業績が回復、また、設備投資や消費マインドが堅調に

推移したことから、引き続き景気の拡大基調にありました。 

当社グループは、2005年４月より新中期経営計画をスタートし、事業規模の拡大を通じた企業価値向

上に向けた取り組みを進めてきました。結果、売上高は食品関連事業と繊維関連事業において増加しま

したが、電子関連事業と住・物資関連事業での売上高減少分をカバーできず、当社グループ全体では、

前連結会計年度比3.0％減の48,750百万円となりました。  

利益面では、円安や原油価格高騰の影響を受け原材料費や販売費を中心に仕入コストの上昇が顕著と

なりましたが、市場におけるシェア競争や価格競争が激化したこともあり、営業利益は前連結会計年度

比18.7％減の1,353百万円、経常利益は前連結会計年度比24.1％減の1,132百万円となりました。  

投資有価証券売却益として265百万円の特別利益と、資産の健全化や有効活用に向けた取り組みの中

で発生した固定資産廃棄損143百万円や役員退職慰労金制度廃止に伴う打ち切り支給138百万円の特別損

失により、当期純利益は前連結会計年度比20.1％減の549百万円となりました。 

  

① 事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

  

繊維関連事業 

  

繊維関連業界は、個人消費が堅調に推移したものの、消費者の嗜好の多様化が進み、競争がさらに激

しさを増しました。 

当社グループの繊維関連事業は、お客さま満足度の向上を柱に、中国における生産基地の発掘・育成

や品質管理体制の強化、物流改革を進める一方で、新商材の開発や新たな販路の開拓、ブランド品の拡

大などを骨格に取り組みを進めてきました。 

アパレル分野では、「クールビズ」効果や厳冬の影響もあり、夏物と冬物衣料がそれぞれ伸長しまし

た。また、新商材の貢献もあり売上高は増加しましたが、中国人民元の切り上げや原油高による販売費

増もあり営業利益はわずかな伸びにとどまりました。 

ニット・レース分野は堅調に推移し、売上高・営業利益も増加しましたが、レッグウエア分野は、冬

物では健闘したものの、上半期の主要なお客さまへの販売不振が響き、売上高、営業利益とも減少しま

した。 

その結果、繊維関連事業の売上高は15,456百万円（前連結会計年度比104.8％）、営業利益は348百万

円（前連結会計年度比112.2％）となりました。 

  



食品関連事業 

  

食品業界は、「食の安全・安心」に対する消費者の関心が高く、また、消費者ニーズ・嗜好の多様化

や生活様式の変化などを受け、競争がさらに激しくなりました。 

冷食分野では、従来の商品ラインアップに加え、調理品など新たな商品の開発やセールスプロモーシ

ョンの強化を通じた販路開拓が実を結び、シェアが拡大する中、売上高は引き続き増加しました。しか

し、円安による仕入コストの上昇、原油高や冷凍倉庫不足に起因した販売費増もあり、営業利益は減少

しました。 

水産分野では、在庫管理や物流管理の向上を目的に情報システムを強化するとともに、付加価値商品

に重点を置いた商品ラインアップの拡充や冷食分野との協働による販路拡大が貢献し、売上高は増加し

ましたが、冷食分野と同様に、仕入コスト増や販売費増に起因して、営業利益は前年並にとどまりまし

た。 

農産分野では、主力である落花生の原料及び加工品が、前半は好調に推移しましたが、後半の販売不

振が響き、売上高、営業利益とも減少しました。 

その結果、食品関連事業の売上高は19,037百万円（前連結会計年度比118.8％）、営業利益は1,857百

万円（前連結会計年度比89.2％）となりました。 

  

住・物資関連事業 

  

建設業界は、新築住宅着工戸数やマンション販売戸数が増加しました。しかし、依然、受注競争や価

格競争は激しく、また、原材料価格が上昇していることから、経営環境は厳しい状況にあります。 

建築金物分野では、新築マンションの着工件数が増加したことに加え、新商品の投入や営業力の強化

が収益に貢献し、売上高、営業利益とも増加しました。 

建材、輸入板ガラス、木材関係では、生産性向上に向け効率化を推し進める中、不採算取引の見直し

や調達先の多様化に加え、新規顧客開拓に注力しましたが、売上高、営業利益とも減少しました。 

その結果、住・物資関連事業の売上高は7,404百万円（前連結会計年度比80.1％）、営業利益は59百

万円（前連結会計年度比30.5％）となりました。 

  

電子関連事業 

  

電子関連業界では、大手家電メーカーが液晶フラットパネルやプラズマテレビの生産能力増強に向け

相次ぎ大型投資を行うなど、依然、ＩＴ分野やデジタル家電分野が牽引役となり好況を続けています。

また、省エネや環境にやさしいクリーンなエネルギーの利用を目的としたオール電化が普及しつつある

中、ＩＨクッキングヒーターなどのパワーエレクトロニクス分野が拡大基調にあります。 

この様な中、当社グループが関連する電子部品業界では、大手メーカーの生産戦略や購買政策の見直

しが短期間で頻繁に繰り返される中、少量多品種生産や短納期対応への要請、あるいは、価格競争がさ

らに激しくなってきています。 



コンデンサ分野では、照明分野向けの収益が安定的に推移する一方で、新規重点市場としてターゲッ

トとしてきたパワーエレクトロニクス分野への拡販が実を結びつつありますが、従来から主力であった

ブラウン管テレビなどオーディオビジュアル向けの売上高が減少したことに起因して、収益は減少しま

した。また、利益面では、原油高による原材料費高騰などに起因して国内における製造コストがアップ

しましたが、国内生産子会社から海外（マレーシア）生産子会社への製造移管によるコストダウンもあ

り、営業利益は増加しました。 

センサ関連機器分野は、ホコリセンサなどの環境センサが好調に推移しました。しかし、主力である

湿度センサについては車両向けなど新たな分野の開拓が収益貢献を始めましたが、海外市場における落

ち込みや、シェア競争、価格競争が激しくなったことから、営業利益は減少しました。 

電子機器の製造受託分野は、主要なお客さまの生産戦略（外注方針）の見直しが具体化した結果、受

注の減少や少量多品種化の傾向が強くなってきました。これに対処するために、新規顧客の開拓を精力

的に進めてきましたが、売上高の減少をカバーすることができず、結果、売上高、営業利益とも大きく

減少しました。 

その結果、電子関連事業の売上高は6,851百万円（前連結会計年度比66.9％）、営業利益は215百万円

（前連結会計年度比61.6％）となりました。 

  

② 所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

  

日本 

  

日本市場におきましては、各事業分野において、価格力、商品力、販売力（販路の拡大やプロモーシ

ョン）を強化すべく、人財力の革新を起点に、ビジネスモデルや業務プロセスの変革、事業構造改革を

主眼とした戦略マップを構築し、取り組みを進めてきました。 

この様な中、繊維関連事業は、お客さま満足度の向上を柱に、中国における生産基地の発掘・育成や

品質管理体制の強化、物流改革を進める一方で、新商材の開発や新たな販路の開拓、ブランド品の拡大

などを骨格に取り組みを進めてきました結果、売上高、営業利益ともに増加しました。 

食品関連事業は、従来の商品ラインアップに加え、調理品など新たな商品の開発やラインアップの拡

充およびセールスプロモーションの強化を通じた販路開拓が実を結び、シェアが拡大する中、円安によ

る仕入コストの上昇、原油高や冷凍倉庫不足に起因した販売費増により営業利益は減少しました。 

一方、住・物資関連事業は、新築マンションの着工件数の増加と新商品の投入や営業力の強化によ

り、建築金物分野が好調であったものの、建材、輸入板ガラス、木材関係などの分野の苦戦により、売

上高、営業利益とも減少しました。 

また、電子関連事業におきましても、電子機器の製造受託分野での主要なお客さまの生産戦略（外注

方針）の見直しなどにより、売上高、営業利益とも大きく減少しました。 

その結果、日本国内における売上高は45,586百万円（前連結会計年度比96.7％）、営業利益は2,246

百万円（前連結会計年度比79.5％）となりました。 

  



東南アジア 

  

東南アジア市場における当社グループの主力は、電子関連事業におけるコンデンサ分野となります

が、従来から主力であったブラウン管テレビなどオーディオビジュアル向けが減少したことに起因して

売上高は減少した一方で、利益率の高い製品を国内生産子会社から海外（マレーシア）生産子会社へ製

造移管したことなどにより、営業利益は増加しました。 

その結果、売上高は499百万円（前連結会計年度比75.2％）、営業利益は70百万円（前連結会計年度

比2,706.0％）となりました。  

  

北米 

  

長年、北米市場は当社グループにとり、重要な収益基盤としての役割を果たしてきましたが、全体の

取引量の減少傾向で低迷しており、現在、北米市場における事業構造の抜本的な改革を進めています。

そのなかにあって、計測機器およびセンサを中心とした電子関連事業の健闘などにより、売上高は

1,443百万円（前連結会計年度比104.1％）、営業利益は１百万円（前連結会計年度は57百万円の営業損

失）となりました。  

  

中国 

  

近年、成長著しい中国市場では、現在、香港や上海を中心に市場への戦略を展開しています。とく

に、香港におきましては電子関連事業が中心となっていますが、価格が優先され品質による差別化が難

しい市場環境の中、センサ関連機器分野は、売上高・営業利益ともに減少しましたが、コンデンサ分野

は売上高・営業利益ともに増加となりました。 

その結果、売上高は1,220百万円（前連結会計年度比114.2％）、営業利益は25百万円（前連結会計年

度比60.8％）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度中の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益1,015百万円の

計上がありましたが、仕入債務の減少1,264百万円、前期に係わる法人税等の支払い735百万円、たな卸

資産の増加518百万円などにより、1,235百万円の減少（前連結会計年度は697百万円の増加）となりま

した。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売却による収入324百万円がありましたが、

投資有価証券の取得による支出412百万円、有形固定資産の取得による支出402百万円などにより、451

百万円の減少（前連結会計年度は347百万円の減少）となりました。 

また、財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金による収入36,412百万円、短期借入金の返

済による支出35,591百万円などにより、1,157百万円の増加（前連結会計年度は56百万円の増加）とな

りました。 

その結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は473百万円減少（前連結会計年度は395百万

円増加）して、1,483百万円となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ コンデンサと測定機器について記載しております。 

  

(2) 受注実績 

当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ コンデンサと測定機器について記載しております。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績は、総販売実績に対する割合が100分の10未満であるため記載を省略しておりま

す。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ セグメント間の内部売上高は控除しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円)
前連結会計年度比 

(％)

電子関連事業 2,454 110.1

合計 2,454 110.1

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円)
前連結会計年度比

(％)
受注残高(百万円)

前連結会計年度比
(％)

電子関連事業 2,426 105.4 211 97.4

合計 2,426 105.4 211 97.4

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円)
前連結会計年度比 

(％)

繊維関連事業 15,456 104.8

食品関連事業 19,037 118.8

住・物資関連事業 7,404 80.1

電子関連事業 6,851 66.9

合計 48,750 97.0



３ 【対処すべき課題】 

当社グループの対処すべき基本課題は、「改革・革新」です。事業構造、企業内システム、人財など当

社が築き上げてきたすべての経営資源につき、お客さまや市場、あるいは、株主の皆さまをはじめとする

すべてのステークホルダーの皆さまに視点を置いた中、現状に満足することなく、社会要請や時流を捉

え、次世紀への進化に向け「改革・革新」へ果敢に挑戦していくことです。具体的には、人財力と現場力

の革新を起点に、新規事業を創造し、事業規模の拡大と事業構造の改革を推し進め、成長と拡大を実現し

てまいります。 

 また、資本効率の向上や株主資本の充実を果たし、財務体質の健全性をより高め、企業価値の向上・拡

大へ結び付けていきます。 

  

４ 【事業等のリスク】 

当社グループの財政状態、経営成績に悪影響を及ぼす可能性があると考えられるリスクには以下のよう

なものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであり、事業等

のリスクはこれらに限られるものではありません。 

  

(1) 取扱商品の品質管理 

当社グループは国内及び海外に生産・加工拠点を有しており、社会への貢献という当社グループの経

営理念にもとづき、安全・安心のための品質基準を設けて、商品の品質管理には細心の注意を払い万全

の体制をとっていますが、製造及び販売に関して予期しない何らかの問題が発生した場合は、当社グル

ープの業績と財務状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

(2) 特定の販売先への依存 

当社グループの事業は衣・食・住・電子・知財サービスと多様な分野にわたり、特定の商品、特定の

販売先に依存しておらず、販売先の変動による影響を受けにくくなっていますが、販売先の変動があっ

た場合は、少なからず影響を受ける可能性があります。 

  

(3) 為替および金利の変動 

海外との事業における現地通貨建て取引に関しては、主要通貨間の為替レートの短期的な変動による

影響を最小限に止めるために為替予約等によるリスクヘッジを行なっておりますが、短期及び中長期的

な予測を超えた為替変動は、当社グループの業績と財務状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

当社グループの有利子負債は主に金融機関からの借入・社債により調達していますが、借入条件が変

動金利のものや新たな資金調達に関しては、金利情勢の影響により業績が変動する可能性があります。

  

(4) 債権の貸倒れリスク 

販売先の倒産等による与信リスクについては、当社グループ独自の与信管理システムにより債権管理

に万全を期していますが、予期せぬ貸倒れリスクが顕在化し、売上債権の回収に支障を来たした場合に

は、当社グループの業績と財務状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  



(5) 資金調達に関するリスク 

当社グループは商品を輸入して国内の販売先に供給する事業のウエイトが高く、輸入商品の支払サイ

トに比べて国内販売の受取サイトが長いことから運転資金の負担が発生し、有利子負債が比較的多額と

なっています。 

現時点においては、借入金・社債による資金調達に支障はありませんが、今後、金融システム・金融

情勢に大きな変化があった場合には資金調達に影響が出てくる可能性があります。 

  

(6) 自然災害その他の影響 

当社グループは国内を始めとして、中国、東南アジア、米国等の世界各国における事業を展開し、情

報ネットワークを構築しており、自然災害、戦争、テロ、疾病、社会的混乱、公的規制の制約、情報シ

ステムトラブル等が発生した場合、その地域においては原材料購入、生産加工、製品の販売及び物流等

に一時的な遅延や停止が生じる可能性があり、当社グループの営業活動、業績と財務状態に悪影響を及

ぼす場合があります。 

  

(7) 原油をはじめとする材料価格高騰による影響 

原油をはじめとする材料価格高騰により、当社グループの扱っております商材の仕入れコストや製品

の製造コストのみならず、荷造費・運賃などの販売費につきましても、すでに少なからぬ影響を受けて

おりますが、今後、原油価格などが更に高騰した場合、当社グループの業績と財務状態にさらなる悪影

響を及ぼす場合があります。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

当連結会計年度での研究開発活動としましては、電子関連事業における、フイルムコンデンサおよび関

連ユニット等の研究・開発は神栄コンデンサ㈱で、センサおよび関連ユニット並びに機器類等の新規開発

は、当社電子機器部で行っております。また、衝撃・振動計測器の研究・開発を吉田精機㈱にて行ってお

ります。 

なお、研究開発費の金額は48百万円であります。 

それぞれの研究内容は次のとおりであります。 

  

フイルムコンデンサおよび関連ユニット 

（１）インバータ照明、調理家電及びフラットパネルディスプレイ電源用途の高耐熱・小型・大電流

フイルムコンデンサの改良・開発 

（２）フイルムコンデンサと機能部品を複合したパワーエレクトロニクスモジュールの開発 

  

センサ関連 

（１）鏡面冷却式露点計の製品開発 

（２）温湿度変換器の製品開発 

（３）湿度センサの改良・開発 

（４）粒子センサの改良・開発 

（５）超低温校正装置の開発 

  

計測機器関連 

（１）高加速度衝撃試験装置の商品化 

（２）汎用型新輸送環境記録計の開発及び次世代輸送環境記録計の研究 

（３）用途別落下試験装置の商品化 

（４）試験解析機器のシステム化 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

  

(1) 財政状態の分析 

資産 

当連結会計年度末の資産は27,696百万円であり、前連結会計年度末に比べて2,447百万円増加い

たしました。 

流動資産は140百万円増加しました。その主なものは、たな卸資産が食品関連を中心に今後の取

引拡大に備えて477百万円増加し、受取手形及び売掛金も主に食品関連の売上高増加によって75百

万円の増加となりました。一方、現金及び預金は473百万円減少いたしました。 

固定資産は2,303百万円増加しましたが、そのうち、新情報システム導入などにより、ソフトウ

エア他無形固定資産が731百万円、株式の購入及び期末時価等の高騰により、投資有価証券が1,835

百万円それぞれ増加いたしました。 

繰延資産は新たに社債を発行したことに伴い、社債発行費３百万円が増加いたしました。 

  

負債 

当連結会計年度末の負債は21,745百万円であり、前連結会計年度末に比べて1,139百万円増加い

たしました。 

流動負債は1,112百万円減少しましたが、そのうち、一部製造子会社における主要顧客の外注内

製化等に伴う仕入高の減少により、支払手形及び買掛金が1,211百万円減少いたしました。 

固定負債は2,251百万円増加しましたが、そのうち、社債の発行や借入れによる資金調達で社債

が340百万円、長期借入金が836百万円それぞれ増加いたしました。また、新情報システム導入のた

めのリース債務の増加により、その他の固定負債が639百万円増加いたしました。 

  

資本 

当連結会計年度末の資本は5,951百万円であり、前連結会計年度末に比べて1,308百万円増加いた

しました。 

利益剰余金は、配当金197百万円の支払がありましたが、当期純利益549百万円の増加により、

351百万円増加いたしました。また、株式の期末時価等の高騰により、その他有価証券評価差額金

が878百万円増加いたしました。 

その結果、１株当たり純資産額が117円29銭から150円35銭に増加し、自己資本比率が18.4％から

21.5％に上昇いたしました。 

  

(2) 経営成績の分析 

売上高 

当連結会計年度の売上高は48,750百万円であり、前連結会計年度に比べて1,503百万円（3.0％）

減少いたしました。 

事業の種類別セグメントでは、繊維関連事業が713百万円（4.8％）、食品関連事業が3,008百万

円（18.8％）それぞれ増加しましたが、住・物資関連事業が1,836百万円（19.9％）、電子関連事

業が3,388百万円（33.1％）それぞれ減少いたしました。 

  

売上総利益 

当連結会計年度の売上総利益は9,826百万円であり、前連結会計年度に比べて112百万円

（1.1％）減少いたしました。また、売上高に対する売上総利益率は、比較的利益率の高い冷食分

野（食品関連事業）の売上増などにより、19.8％から20.2％へと上昇いたしました。 

  



販売費及び一般管理費 

当連結会計年度の販売費及び一般管理費は8,473百万円であり、前連結会計年度に比べて198百万

円（2.4％）増加いたしました。そのうち、販売費は3,516百万円であり、主に保管料・荷役料、荷

造費・運賃の増加によって348百万円増加いたしました。また、一般管理費は4,957百万円であり、

主に賞与、退職給付費用の減少によって149百万円減少いたしました。 

  

営業利益 

当連結会計年度の営業利益は1,353百万円であり、前連結会計年度に比べて311百万円（18.7％）

減少いたしました。 

事業の種類別セグメントでは繊維関連事業が38百万円（12.2％）増加しましたが、食品関連事業

が224百万円（10.8％）、住・物資関連事業が134百万円（69.5％）、電子関連事業が134百万円

（38.4％）それぞれ減少いたしました。従いまして、売上高との関係では繊維関連事業が増収増

益、食品関連事業が増収減益、住・物資関連事業並びに電子関連事業が減収減益となりました。ま

た、売上高に対する営業利益率は、繊維関連事業が2.1％から2.3％に上昇しましたが、食品関連事

業が13.0％から9.8％に、住・物資関連事業が2.1％から0.8％に、電子関連事業が3.4％から3.2％

にそれぞれ下落し、全体としても3.3％から2.8％へと下落いたしました。 

  

営業外収益及び営業外費用 

当連結会計年度の営業外収益は171百万円であり、前連結会計年度に比べて僅かに１百万円

（0.6％）増加し、営業外費用は391百万円であり、前連結会計年度に比べて49百万円（14.3％）増

加（主に、たな卸資産処分損が27百万円増加）いたしました。 

  

経常利益 

当連結会計年度の経常利益は1,132百万円であり、前連結会計年度に比べて359百万円（24.1％）

減少いたしました。売上高との関係では減収減益であり、売上高に対する経常利益率は3.0％から

2.3％へと下落いたしました。 

  

特別利益及び特別損失 

株式の売却による投資有価証券売却益265百万円を特別利益に計上する一方で、固定資産廃棄損

143百万円及び役員退職慰労金138百万円の計上などにより、特別損失は383百万円となりました。 

  

当期純利益 

前連結会計年度に比べ、税金等調整前当期純利益は242百万円（19.3％）減少しましたが、法人

税、住民税及び事業税に法人税等調整額を加減算した税金費用も104百万円（18.4％）減少して、

当連結会計年度の当期純利益は138百万円（20.1％）減少の549百万円となりました。 

また、自己資本利益率は15.8％から10.4％へと低下しました。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況の分析 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは1,235百万円の減少となりました。その

主なものは、税金等調整前当期純利益1,015百万円の計上に対し、たな卸資産の増加額518百万円、

仕入債務の減少額1,264百万円、法人税等の支払額735百万円であります。 

  

投資活動によるキャッシュ・フロー 

当連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フローは451百万円の減少となりました。その主

なものは、投資有価証券の売却による収入324百万円に対し、投資有価証券の取得による支出412百

万円、有形固定資産の取得による支出402百万円であります。 

  

財務活動によるキャッシュ・フロー 

当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローは1,157百万円の増加となりました。その



主なものは、短期借入金の返済による支出35,591百万円、長期借入金の返済による支出2,801百

万円に対し、短期借入金による収入36,412百万円、長期借入金による収入2,900百万円でありま

す。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度は、当社グループ全体でリース契約を含め総額1,347百万円の設備投資を実施いたしま

した。 

全社（共用）関連において、新情報システム投資として822百万円、また電子関連事業において、九州

シンエイ電子㈱の新工場のための建物などで218百万円の設備投資を行いました。 

 なお、資産の健全化および有効活用に向けた取り組みにおいて、全社（共用）関連の一部建物等を除却

するなど、固定資産廃棄損に143百万円を計上しております。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成18年３月31日現在 

 
  

(2) 国内子会社 

平成18年３月31日現在 

   

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの 
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

本社 
(神戸市中央区)

食品関連事業 
住・物資関連 
事業 
電子関連事業 
全社(共通)

事務所 1,884 9
115
(879)

823 2,832 68(2)

東京支店 
(東京都港区)

繊維関連事業 
食品関連事業 
住・物資関連 
事業 
電子関連事業

事務所 19 1
-
(-)

2 24 39(1)

大阪支店 
(大阪市北区)

繊維関連事業 事務所 41 1
47
(65)

0 91 29(2)

神戸テクノセンター 
(神戸市西区)

電子関連事業
研究所 
事務所

81 92
124

(3,700)
52 349 26(3)

子会社へ賃貸 
(綾部市)

電子関連事業
土地・建物 
電子機器 
製造設備

112 0
32

(20,700)
0 146 -(-)

子会社へ賃貸 
(東御市)

電子関連事業
土地・建物 
コンデンサ 
製造設備

95 14
6

(21,193)
- 116 -(-)

会社名
事業所名 
（所在地）

事業の種類別 
セグメントの 
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

神栄コンデンサ㈱
本社工場 
(東御市)

電子関連事業
コンデンサ
製造設備

14 55
-
(-)

1 71 55(22)

九州シンエイ電子
㈱

本社工場 
(中津市)ほか

電子関連事業
土地・建物
電子機器 
製造設備

562 9
316

(36,859)
11 900 60(80)

神栄マテリアル㈱
習志野社宅 
(船橋市)ほか

住・物資関連 
事業

賃貸建物 57 -
160

(1,498)
- 217 -(-)

㈱新協和
本社
(東大阪市)ほか

住・物資関連 
事業

事務所 
倉庫

121 0
146

(1,152)
7 276 33(3)

藤倉商事㈱
本社 
(八尾市)

住・物資関連 
事業

事務所 
倉庫

26 0
27
(330)

0 54 5(1)



(3) 在外子会社 

平成18年３月31日現在 

 
  

(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品および建設仮勘定の合計でありますが、本社については新情報

システムにかかるソフトウェア739百万円を含めております。なお、金額には消費税等を含んでおりませ

ん。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人数であります。 

３ 建物、機械装置および土地の一部を賃借しています。主要な賃借およびリース資産として、以下のものがあ

ります。 

  

(1) 提出会社 

  

 
  

 
  

(2) 国内子会社 

  

 
  

(3) 在外子会社 

  

 
  

会社名
事業所名 
（所在地）

事業の種類別 
セグメントの 
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

Shinyei Kaisha 
Electronics(M) 
SDN.BHD.

工場 
(マレーシア)

電子関連事業
コンデンサ 
製造設備

40 67
-
(-)

0 107 214(43)

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの名称

設備の内容
従業員数
(名)

賃借の面積 
(㎡)

年間賃借料 
(百万円)

東京支店 
(東京都港区)

繊維関連事業 
食品関連事業 
住・物資関連事業 
電子関連事業

事務所 39(1) 717 33

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの名称

設備の内容 台数 リース期間
年間 
リース料 
(百万円)

リース契約
残高 
(百万円)

本社 
(神戸市中央区)

食品関連事業 
住・物資関連事業 
電子関連事業 
全社(共通)

コンピュータ
ー機器

148台 5年 30 62

会社名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの名称

設備の内容 台数 リース期間
年間 
リース料 
(百万円)

リース契約
残高 
(百万円)

九州シンエイ電子㈱ 
(中津市ほか)

電子関連事業
電子機器の製
造設備

23台 6年 88 180

会社名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの名称

設備の内容
従業員数
(名)

賃借の面積 
(㎡)

年間賃借料 
(百万円)

Shinyei Kaisha  
Electronics(M) 
SDN.BHD. 
(マレーシア)

電子関連事業 工場建物 214(43) 4,600 17



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1)重要な設備の新設等 

当社グループは、多種多様な事業を国内外で行っており、期末時点ではその設備の新設・拡充の計画を

個々のプロジェクトごとに決定しておりません。そのため、事業の種類別セグメントごとの数値を開示す

る方法によっています。 

当連結会計年度後１年間の設備投資計画(新設・拡充)は、787百万円であり、事業の種類別セグメント

ごとの内訳は次のとおりであります。 

  

 
(注) 金額には消費税等を含んでおりません。 

  

(2)重要な設備の除却等 

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。 

事業の種類別セグメントの名称
平成18年３月末計画金額

(百万円)
設備等の主な内容・目的 資金調達方法

繊維関連事業 50 次世代ブランドの開発費 自己資金

住・物資関連事業 358 賃貸建物の新設および維持
自己資金 
またはリース

電子関連事業 285 製造設備の増設および維持
自己資金 
またはリース

小計 693

全社 94 資産維持、情報システム投資
自己資金 
またはリース

合計 787



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
(注) 定款での定めは、次のとおりであります。 

当社の発行する株式の総数は、１億２千万株とする。ただし、株式の消却が行われた場合は、これに相当する

株式の数を減ずる。 

なお、平成18年６月29日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、「当会社の発行可能株式総数

は、１億２千万株とする。」と定め、ただし書きは削除されました。 

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 平成14年６月27日開催の定時株主総会において、資本準備金を554百万円減少することを決議し、債権者保護手

続きが完了したことによる減少であります。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 120,000,000

計 120,000,000

種類
事業年度末
現在発行数(株) 
(平成18年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 39,600,000 39,600,000
東京証券取引所
大阪証券取引所 
各市場第一部

―

計 39,600,000 39,600,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成14年７月31日 ― 39,600 ― 1,980 △554 495



(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式19,182株は「個人その他」に19単元、「単元未満株式の状況」に182株含まれています。 

２ 上記「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が10単元含まれています。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

 
２ 当事業年度末において、㈱ニッシンは主要株主であります。 

３ 三菱ＵＦＪ信託銀行㈱は、平成17年10月１日に三菱信託銀行㈱とＵＦＪ信託銀行㈱が合併したものでありま

す。 

４ ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行は、平成18年１月１日に㈱東京三菱銀行と㈱ＵＦＪ銀行が合併したものであります。

  

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 43 24 64 17 3 3,090 3,241 ―

所有株式数 
(単元)

― 17,010 902 11,635 401 3 9,487 39,438 162,000

所有株式数 
の割合(％)

― 43.13 2.29 29.50 1.01 0.01 24.06 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

㈱ニッシン 東京都新宿区西新宿一丁目６－１ 7,275 18.37

ニッセイ同和損害保険㈱ 大阪市北区西天満四丁目15－10 2,420 6.11

㈱三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１－２ 1,965 4.96

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７－１ 1,965 4.96

㈱みなと銀行 神戸市中央区三宮町二丁目１－１ 1,808 4.57

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町一丁目13－２ 1,650 4.17

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 東京都千代田区丸の内一丁目４－５ 1,168 2.95

㈱さくらケーシーエス 神戸市中央区播磨町21－１ 1,010 2.55

㈱京都銀行
京都市下京区烏丸通松原上る薬師前町
700番地

972 2.46

㈱池田銀行 池田市城南二丁目１－11 725 1.83

計 ― 20,959 52.93

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 268千株



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が10,000株（議決権の数 

10個）含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式182株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

 
  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 19,000

― ―

完全議決権株式(その他)  
普通株式 39,419,000 39,419 ―

単元未満株式  
普通株式 162,000 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 39,600,000 ― ―

総株主の議決権 ― 39,419 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
神栄株式会社

神戸市中央区京町77－１ 19,000 ― 19,000 0.0

計 ― 19,000 ― 19,000 0.0



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 
  
② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 
  
(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状

況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 
  
② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 
  
３ 【配当政策】 

当社の利益配分は、取り巻く環境を踏まえ、配当、価値創出に結びつく戦略への投資や内部留保の充実

など、株主の皆さまをはじめ市場やお客さまなどすべてのステークホルダーの皆さまの満足度向上を起点

とした、企業価値向上を実現するための利益配分を進めていくことを基本方針としています。 

当期につきましては、当期の業績および今後の見通しなどを総合的に勘案して１株につき５円00銭とい

たしました。 
  
４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部における株価を記載しております。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部における株価を記載しております。 

  

回次 第134期 第135期 第136期 第137期 第138期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

最高(円) 229 131 238 427 509

最低(円) 101 44 90 145 323

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月

最高(円) 509 463 457 475 466 383

最低(円) 410 424 420 400 323 328



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

代表取締役 
取締役社長

新   尚 一 昭和16年11月21日

昭和39年４月 当社入社

94

平成元年10月 水産部長

 〃 ３年６月 取締役水産部長

 〃 ３年７月 取締役食品部長

 〃 ６年６月 常務取締役

 〃 ８年５月 常務取締役(代表取締役)

 〃 ９年６月 専務取締役(代表取締役)

 〃 12年４月 取締役社長(代表取締役)(現)

代表取締役 
専務取締役

企画管理本部長 安 田 保 之 昭和18年11月26日

昭和42年４月 ㈱神戸銀行入行

59

平成６年６月 ㈱さくら銀行関西地域開発部長

 〃 ９年６月 同行人事部審議役

 〃 ９年６月 当社取締役経理部長

 〃 11年４月 取締役管理部門副担当兼経理部長

 〃 12年４月 常務取締役

 〃 13年４月 常務取締役スタッフ本部長兼コンデン

サ本部長

 〃 14年１月 常務取締役スタッフ本部長兼コンデン

サ本部長兼エスケーシー㈱社長

 〃 15年４月 常務取締役スタッフ本部長

 〃 15年６月

 〃 16年４月

 〃 16年６月

 〃 17年４月

 〃 18年６月

常務取締役(代表取締役)スタッフ本部長

常務取締役(代表取締役)経営戦略室長

兼業務本部長 

専務取締役(代表取締役)経営戦略室長

兼食品本部長 

専務取締役(代表取締役)海外本部長兼

コンデンサ本部長 

専務取締役(代表取締役)企画管理本部

長（現）

常務取締役
海外・開発 
本部長

井 上 幸一郎 昭和26年１月17日

昭和48年４月 当社入社

37

平成６年６月 食品部長

 〃 ９年６月 取締役食品部長

 〃 11年４月 取締役繊維部門、物資部門、食品部門 

副担当兼食品部長兼営業統括室長

 〃 12年４月 取締役食品部門担当兼食品部長兼東京

支店長

 〃 13年４月 取締役食品本部長兼東京支店長

 〃 15年４月 取締役繊維本部長兼食品本部長兼東京

支店長

 〃 15年６月

 〃 16年６月

 〃 17年４月

 〃 18年６月

常務取締役繊維本部長兼食品本部長

常務取締役繊維本部長兼住・物資本部長

常務取締役繊維本部長兼食品本部長兼

住・物資本部長

常務取締役海外・開発本部長(現)

常務取締役 営業本部長 森 﨑 歳 章 昭和23年12月６日

昭和47年４月 当社入社

21

平成10年４月 生活環境部長

 〃 12年１月 経営企画室長

 〃 12年４月 経営企画部長

 〃 14年６月 取締役経営企画部長

 〃 16年４月 取締役業務本部副本部長兼神栄ビジネ

スエンジニアリングサービス㈱社長

 〃 16年６月

 〃 18年１月

 〃 18年６月

常務取締役業務本部長兼神栄ビジネス

エンジニアリングサービス㈱社長 

常務取締役業務本部長

常務取締役営業本部長（現）



 
(注) 監査役 福田正、黒木茂夫及び高橋憲二は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

常務取締役 製造本部長 上 島 高 雄 昭和22年１月12日

昭和45年９月 当社入社

9

平成７年６月 九州シンエイ電子㈱社長

 〃 15年４月 電子本部長兼九州シンエイ電子㈱社長

 〃 15年６月

 〃 18年６月

取締役電子本部長兼九州シンエイ電子

㈱社長 

常務取締役製造本部長（現）

取締役
企画管理本部 
副本部長

兼人財開発部長
山 内 一 夫 昭和22年７月12日

昭和49年４月 当社入社

35

平成10年４月 電子機器部長

 〃 13年６月 取締役電子本部長兼電子機器部長

 〃 15年４月 取締役ビジネス＆ソリューション部長

 〃 16年６月

 〃 17年４月

 〃 18年１月

 〃 18年６月

取締役海外本部長兼ビジネス＆ソリュ

ーション部長 

取締役開発本部長兼開発部長 

取締役開発本部長兼人財開発部長 

取締役企画管理本部副本部長兼人財開

発部長（現） 

取締役
製造本部 
副本部長

兼電子機器部長
酒 井 英 明 昭和25年７月８日

昭和44年３月 当社入社

4

平成10年４月 マルチメディア部長

 〃 12年１月

 〃 13年４月

マルチメディア部長兼香港支店長

工業製品部長兼香港支店長

 〃 17年１月

 〃 18年６月

電子機器部長 

取締役製造本部副本部長兼電子機器部

長（現）

取締役

営業本部 
副本部長 
兼水産部長 
兼東京支店長

山 口 重 文 昭和25年８月23日

昭和49年４月 当社入社

5
平成13年４月 水産部長

 〃 18年６月 取締役営業本部副本部長兼水産部長兼

東京支店長（現）

常勤監査役 小 林 宏 彬 昭和22年12月15日

昭和41年７月 当社入社

22
平成11年11月 神栄コンデンサ㈱社長

 〃 13年４月 総務コンプライアンス部長

 〃 15年６月 常勤監査役(現)

監査役 福 田   正 昭和28年３月４日
昭和61年４月 弁護士登録(現)

6
平成12年６月 監査役(現)

監査役 黒 木 茂 夫 昭和15年９月３日

昭和39年４月 ㈱神戸銀行入行

2

平成４年６月 ㈱さくら銀行常勤監査役

 〃 ６年６月 さくらカード㈱取締役副社長(代表取締

役)

 〃 13年７月 さくらカード㈱取締役会長(代表取締

役)

 〃 15年６月 監査役(現)

監査役 高 橋 憲 二 昭和22年１月２日

昭和44年４月

平成12年10月

 〃 13年４月

 〃 13年５月

 〃 14年６月

 〃 17年４月

 〃 17年６月

 〃 17年６月

同和火災海上保険㈱入社 

同社理事営業推進部部長 

同社理事人事部長 

同和火災キャリアサービス㈱取締役 

ニッセイ同和損害保険㈱取締役人事部長 

同社取締役人事担当部長 

NDIキャリアサービス㈱常務取締役 

同社取締役社長(現) 

監査役(現)

―

計 294



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

  

当社は、豊かな社会づくりに貢献することを基本理念に、企業価値の向上を目指し、新しい価値創造

への取り組みを強力に推進しております。これを実現する上で、コーポレート・ガバナンスの整備構築

は経営の最重要課題の一つと位置付け、全てのステークホルダーに配慮しながら経営の健全性・透明性

・効率性の確保という視点から、経営管理体制や組織と仕組みの見直しと改善、さらにコンプライアン

スの観点からは、企業倫理観の醸成と体制面の整備に努めております。 

今後も迅速かつ正確な情報開示に努めるとともに、幅広い情報公開により経営の透明性を高めてまいり

ます。 

  

（１）会社の機関の内容 

①取締役・取締役会 

当社の取締役会は、取締役相互の監視機能が働いており、また当社の経営理念を理解し実践できる人材

によって迅速な意思決定を行なうため、社外取締役は選任しておりませんが、社内取締役によって十分な

議論を行なっております。 

取締役会は毎月定時開催のほか必要に応じて臨時取締役会を開催し、法令・定款に定められた事項およ

び経営に関する重要事項について迅速な意思決定を行なうとともに、業務の執行に関する監督を行なって

おります。さらに、代表取締役および役付取締役（常務以上）で構成する常務会を原則毎週開催し、会社

業務の執行に関する重要事項の協議・報告および取締役会の事前審議機関として、経営上の重要案件の事

前審議を行なっております。 

②監査役・監査役会 

当社は、監査役制度を採用し、常勤監査役１名のほか社外監査役３名を選任し、経営監視と良質な企業

統治体制の確立を進めるとともに、外部からの経営に対する多様な意見の吸収を図っております。 

監査役会は、期初に監査方針・監査計画を策定するとともに、監査役の業務分担に基づき行なわれた監

査に関する重要な事項につき報告を受け、協議を行なっております。 

監査役は、取締役等の業務執行を監視するため、取締役会や重要会議への出席および意見交換を行な

い、監査計画に基づく業務監査を実施し、内部監査部門や関係子会社監査役および監査法人との連携を通

じ、監査の精度と実効性を高めております。 

 なお、社外監査役と当社の間には特別な利害関係はありません。 

  

（２）内部統制 

①内部監査体制 

当社は、内部統制の再構築と機能強化を目的として平成18年１月より、それまでの経営監査部に経営企

画部の機能を一部取り込みＣＳＲ推進部を新設し、ＣＳＲ推進部内に設置された経営監査グループが内部

監査を担当しております。当該内部監査部門において、全部門・子会社を対象に業務監査を計画的に実施

し、内部管理体制のチェックと業務執行の適切性を総合的・客観的に評価し、監査結果を取締役会に報告

するとともに、被監査部門に対し、改善事項の指摘・指導を行なうなど、内部統制の有効性の向上に努め

ております。 

また、監査役監査との連携によって実効性のある監査に努めております。 



②内部統制システムおよびリスク管理体制の整備の状況 

ＣＳＲ推進部内に内部統制グループを設置し、企業を取巻く環境の変化に対応するため、内部統制の更

なる充実と強化を図っております。 

最近１年間の取り組みとしましては、昨年に引き続いて神栄倫理憲章・神栄企業行動基準の基本原則を

グループ内へ周知するとともに、リスク管理規程およびコンプライアンスプログラム等によって具体的な

施策を実行に移しており、継続的な維持・改善活動を行なっております。 

具体的には、個人情報台帳の設置による個人情報管理体制の整備、機密情報の識別による情報の管理強

化、安全保障貿易管理の取組強化などに取り組んだほか、文書管理規則の整備など社内規則類の整備とセ

ミナーの開催などを通して、コンプライアンス教育を引き続き行ってまいりました。 

また、平成18年４月からは、コンプライアンスやリスクに関連する問題について、職制を通じた報告伝

達経路以外に従業員が直接当社に報告することを可能にするため、内部通報制度（神栄ヘルプライン）を

設置いたしております。 

  

当社のコーポレート・ガバナンス体制の概要は、以下の通りです。 

  

 

  



（３）役員報酬の内容 

 
(注) 上記のほかに株主総会決議（平成17年６月29日）に基づく未払役員退職慰労金が138百万円あります。 

  

（４）監査報酬の内容（当社の監査法人であるあずさ監査法人に対する報酬） 

 
  

（５）会計監査及び第三者との契約 

当社は、商法に基づく会計監査と証券取引法に基づく会計監査について監査契約をあずさ監査法人と締

結しており、期末だけでなく必要に応じて適宜監査が実施されております。 

  

 
(注) 監査関与年数については、７年以内であるため記載を省略しております。 

  

＜監査業務に係る補助者の構成＞ 公認会計士４名、会計士補３名、その他１名 

  

さらに、企業経営および日常の業務等に関して、顧問契約を締結している顧問弁護士並びに顧問税理士

により、必要の都度専門家としてのアドバイスを受けております。 

なお、監査法人および当社監査に従事する同監査法人の業務執行役員ならびに顧問契約者と当社の間に

は、特別な利害関係はありません。 

  

取締役の年間報酬総額 120百万円

監査役の年間報酬総額 30百万円

監査契約に基づく監査証明に係る報酬 

（公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく）

26百万円

上記以外の報酬 －百万円

公認会計士の氏名等 所属する監査法人

指定社員 

業務執行社員

中 谷 紀 之 あずさ監査法人

黒 崎   寛

河 崎 雄 亮



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５

号）附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５

号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月

31日まで)及び前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成17年

４月１日から平成18年３月31日まで)及び当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連

結財務諸表及び財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けております。 



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,956 1,483

 ２ 受取手形及び売掛金 7,137 7,212

 ３ 有価証券 19 19

 ４ たな卸資産 6,625 7,103

 ５ 繰延税金資産 257 240

 ６ その他の流動資産 948 1,027

 ７ 貸倒引当金 △56 △57

  流動資産合計 16,889 66.9 17,030 61.5

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物及び構築物 ※２ 5,349 5,376

    減価償却累計額 2,499 2,849 2,337 3,039

  ２ 機械装置及び運搬具 ※２ 1,675 1,539

    減価償却累計額 1,376 298 1,258 281

  ３ 土地 ※２ 824 816

  ４ 建設仮勘定 201 12

  ５ その他の有形固定資産 694 746

    減価償却累計額 535 158 532 213

   有形固定資産合計 4,331 17.2 4,362 15.7

 (2) 無形固定資産

  １ 連結調整勘定 19 ―

  ２ 電信電話加入権他 39 ―

  ３ ソフトウェア他 ― 790

   無形固定資産合計 59 0.2 790 2.9

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 ※1,2 3,261 5,096

  ２ 長期貸付金 138 122

  ３ 破産債権、更生債権 
    その他これらに準ずる 
    債権

715 716

  ４ 繰延税金資産 316 77

  ５ その他の投資 206 171

  ６ 貸倒引当金 △669 △675

   投資その他の資産合計 3,968 15.7 5,508 19.9

   固定資産合計 8,359 33.1 10,662 38.5

Ⅲ 繰延資産

  １ 社債発行費 ― 3

   繰延資産合計 ― ― 3 0.0

   資産合計 25,249 100.0 27,696 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 ※２ 4,925 3,714

 ２ 短期借入金 ※２ 7,339 7,422

 ３ 一年以内に償還予定の 
   社債

140 260

 ４ 未払法人税等 429 150

 ５ 繰延税金負債 6 6

 ６ 賞与引当金 394 301

 ７ その他の流動負債 1,729 1,995

  流動負債合計 14,964 59.3 13,851 50.0

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 780 1,120

 ２ 長期借入金 ※２ 3,353 4,189

 ３ 未払役員退職慰労金 ― 138

 ４ 繰延税金負債 41 385

 ５ 退職給付引当金 1,375 1,258

 ６ 役員退職慰労引当金 ― 66

 ７ 連結調整勘定 ― 4

 ８ その他の固定負債 91 731

  固定負債合計 5,642 22.3 7,894 28.5

  負債合計 20,606 81.6 21,745 78.5

(少数株主持分)

  少数株主持分 ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※３ 1,980 7.8 1,980 7.1

Ⅱ 資本剰余金 1,049 4.2 1,049 3.8

Ⅲ 利益剰余金 1,213 4.8 1,565 5.6

Ⅳ その他有価証券評価差額金 605 2.4 1,484 5.4

Ⅴ 為替換算調整勘定 △202 △0.8 △123 △0.4

Ⅵ 自己株式 ※４ △2 △0.0 △4 △0.0

   資本合計 4,642 18.4 5,951 21.5

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

25,249 100.0 27,696 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 50,253 100.0 48,750 100.0

Ⅱ 売上原価 40,314 80.2 38,923 79.8

   売上総利益 9,939 19.8 9,826 20.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 販売費 ※１ 3,168 3,516

 ２ 一般管理費 ※2,3 5,106 8,274 16.5 4,957 8,473 17.4

   営業利益 1,664 3.3 1,353 2.8

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 5 10

 ２ 受取配当金 30 36

 ３ 債務消却益 37 ―

 ４ 為替差益 51 24

 ５ その他の収益 45 170 0.3 100 171 0.3

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 223 225

 ２ 手形売却損 37 41

 ３ たな卸資産処分損 15 42

 ４ その他の費用 66 342 0.6 82 391 0.8

   経常利益 1,492 3.0 1,132 2.3

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 121 121 0.2 265 265 0.5

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※４ 28 3

 ２ 固定資産廃棄損 ※５ 16 143

 ３ 減損損失 ※６ ― 9

 ４ 役員退職慰労金 ― 138

 ５ 過年度役員退職慰労 
   引当金繰入額

― 39

 ６ 投資有価証券評価損 ※７ 6 1

 ７ 退職給付会計基準 
   変更時差異償却額

284 ―

 ８ その他特別損失 19 356 0.7 47 383 0.7

   税金等調整前当期純利益 1,258 2.5 1,015 2.1

   法人税、住民税 
   及び事業税

664 477

   法人税等調整額 △94 570 1.1 △12 465 1.0

   当期純利益 687 1.4 549 1.1



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 1,049 1,049

Ⅱ 資本剰余金期末残高 1,049 1,049

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 644 1,213

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 当期純利益 687 687 549 549

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 118 118 197 197

Ⅳ 利益剰余金期末残高 1,213 1,565



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前当期純利益 1,258 1,015

   減価償却費 344 367

   連結調整勘定償却額 28 23

   投資有価証券売却損益・評価損益 △115 △262

   貸倒引当金の増加額又は減少額（△） △150 7

   退職給付引当金の増加額又は減少額 
   （△）

187 △116

   受取利息及び受取配当金 △35 △46

   支払利息 223 225

   売上債権の減少額又は増加額（△） 1,373 △4

   たな卸資産の増加額 △1,383 △518

   仕入債務の減少額 △379 △1,264

   未払役員退職慰労金の増加 ― 138

   その他 258 113

    小計 1,608 △322

   利息及び配当金の受取額 35 46

   利息の支払額 △223 △224

   法人税等の支払額 △723 △735

   営業活動によるキャッシュ・フロー 697 △1,235

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   有価証券の取得による支出 △19 △19

   有価証券の売却による収入 20 20

   有形固定資産の取得による支出 △538 △402

   有形固定資産の売却による収入 6 4

   投資有価証券の取得による支出 △0 △412

   投資有価証券の売却による収入 166 324

   貸付けによる支出 △25 △2

   貸付金の回収による収入 48 18

   その他 △4 18

   投資活動によるキャッシュ・フロー △347 △451

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入金による収入 22,790 36,412

   短期借入金の返済による支出 △21,659 △35,591

   長期借入金による収入 2,200 2,900

   長期借入金の返済による支出 △2,813 △2,801

   社債の発行による収入 ― 600

   社債の償還による支出 △340 △140

   社債の発行による支出 ― △5

   自己株式の取得による支出 △1 △1

   ファイナンス・リース債務の返済に 
   よる支出

― △16

   配当金の支払額 △118 △197

   財務活動によるキャッシュ・フロー 56 1,157

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △10 56

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 
  又は減少額 (△)

395 △473

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 1,560 1,956

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 1,956 1,483



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社

Shinyei Corp. of America、神栄(上海)貿易有限

公司、㈱ヴォイス・オブ・エスケー、神栄マテリア

ル㈱、㈱新協和、藤倉商事㈱、神栄ビジネスエンジ

ニアリングサービス㈱、九州シンエイ電子㈱、エス

ケー電子㈱、吉田精機㈱、エスケーシー㈱、神栄コ

ンデンサ㈱、Shinyei  Singapore  Pte.  Ltd.、

Shinyei Kaisha Electronics(M)SDN. BHD.

                  以上14社

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社

Shinyei Corp. of America、神栄(上海)貿易有限

公司、㈱ヴォイス・オブ・エスケー、神栄マテリア

ル㈱、㈱新協和、藤倉商事㈱、神栄ビジネスエンジ

ニアリングサービス㈱、九州シンエイ電子㈱、エス

ケー電子㈱、吉田精機㈱、神栄コンデンサ㈱、

Shinyei  Singapore  Pte.  Ltd.、Shinyei  Kaisha 

Electronics(M)SDN. BHD.

                  以上13社

   当連結会計年度にエスケーシー㈱は神栄コンデン

サ㈱に吸収合併されました。

   当連結会計年度に㈱ヴォイス・オブ・エスケーを

清算いたしました。

(2) 非連結子会社    １社 (2) 非連結子会社    １社

(3) 非連結子会社について連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は休眠会社であり、重要性が乏しい

ため、連結の範囲から除外いたしました。

(3) 非連結子会社について連結の範囲から除いた理由

同左

 

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用会社   なし

(2) 持分法を適用しない会社

非連結子会社 １社

関連会社 なし

(3) 持分法を適用しない理由

非連結子会社は休眠会社であり、重要性が乏しい

ため、持分法を適用せず、原価法により評価してお

ります。

 

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用会社   なし

(2) 持分法を適用しない会社

非連結子会社 １社

関連会社 なし

(3) 持分法を適用しない理由

同左

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

  連結子会社のうち、海外の子会社４社については決

算日が12月31日であります。この決算日と連結決算日

との間に生じた重要な取引については連結上必要な調

整を行っております。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

同左

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  ①有価証券の評価基準及び評価方法

    満期保有目的の債券：償却原価法

    その他有価証券

    ａ 時価のあるもの

期末前１カ月の市場価格の平均に基づく

時価法(評価差額は、全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は、移動平均法により

算定しております。)

    ｂ 時価のないもの 

移動平均法による原価法

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

    満期保有目的の債券：同左

    その他有価証券

ａ 時価のあるもの

同左

    ｂ 時価のないもの

同左



 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

  ②たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    評価基準：原価法 

    評価方法：個別法または移動平均法

  ②たな卸資産の評価基準及び評価方法

同左

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

当社本社ビルの建物(建物附属設備を含む)につ

いては定額法を、当社のその他の有形固定資産お

よび国内の連結子会社は定率法を、海外子会社に

ついては、それぞれの国における会計原則に規定

する償却方法を採用しております。

ただし、当社及び国内の連結子会社において、

平成10年４月１日以降取得した建物(建物附属設

備を除く)については定額法によっております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

同左

②無形固定資産(ソフトウェア)

ソフトウェア(自社利用分)については、社内に

おける見込利用可能期間による定額法によってお

ります。

②無形固定資産(ソフトウェア)

同左

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため計上して

おります。

ａ 一般債権

貸倒実績率法によっております。

ｂ 貸倒懸念債権及び破産更生債権

個別に回収の可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

同左

②賞与引当金

従業員の賞与の支払に備えるため、将来の支給

見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上して

おります。

②賞与引当金

同左

③退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年度末において発生してい

ると認められる額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異(1,423百万円)につ

いては、５年による按分額を費用処理しておりま

す。

③退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年度末において発生してい

ると認められる額を計上しております。

なお、当社は平成18年４月１日をもって、従来

の退職年金制度のうち適格退職年金制度を廃止

し、新たに確定拠出年金制度を採用いたしまし

た。

―

 

 

 

④役員退職慰労引当金

国内連結子会社につきましては役員の退職慰労

金の支給に充てるため、内規に基づく当連結会計

年度末要支給額を計上しております。



 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

―

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引については

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

 ①ヘッジ会計の方法

   繰延ヘッジ処理によっております。また、為替

予約等が付されている外貨建金銭債権債務等につ

いては、振当処理を行っております。また、特例

処理の要件を満たしている金利スワップについて

は、特例処理を行っております。

（会計方針の変更）

国内連結子会社の役員退職慰労金につきまして

は、従来、一部の連結子会社４社を除き、支出時

の費用としておりましたが、当連結会計年度よ

り、「役員退職慰労金内規」に基づく当連結会計

年度末要支給額を役員退職慰労引当金として計上

する方法に統一するため、上記以外の連結子会社

４社についても同上の変更を行いました。なお、

従来から同引当金を計上しておりました連結子会

社４社分30百万円を前連結会計年度末においては

「その他の固定負債」に計上しております。  

 この変更は、当連結会計年度に国内連結子会社

に係わる「役員退職慰労金内規」の整備改定を行

ったこと、長期在任役員の退任による支出年度に

おける費用負担の増加傾向、近年の役員退職慰労

金の引当金計上が会計慣行として定着しつつある

ことなどを踏まえ、将来の支出時における一時的

負担の増大を避け、期間損益の適正化及び財務内

容の健全化を図るため、役員退職慰労金を役員の

在任期間に亘って合理的に費用配分したことによ

ります。  

 この変更により、当連結会計年度より役員退職

慰労引当金を計上することとした連結子会社４社

に係わる当連結会計年度発生額８百万円は販売費

及び一般管理費に、過年度分相当額39百万円は特

別損失に計上しております。 

 この結果、従来と同一の方法を採用した場合と

比べ、営業利益及び経常利益はそれぞれ２百万円

減少し、税金等調整前当期純利益は42百万円減少

しております。

(4) 重要なリース取引の処理方法

同左

 

 

 

(5) 重要なヘッジ会計の方法

 ①ヘッジ会計の方法

同左

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

   当連結会計年度にヘッジ会計を適用しましたヘ

ッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりでありま

す。

 ａ ヘッジ手段…為替予約

   ヘッジ対象…商品の輸出・輸入による外貨建

売上債権・外貨建買入債務及び

外貨建予定取引

 ｂ ヘッジ手段…金利スワップ

   ヘッジ対象…借入金

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

同左



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 ③ヘッジ方針

   将来の為替及び金利の市場変動リスクをヘッジ

する方針であり、投機的な取引及び短期的な売買

利益を得る目的でのデリバティブ取引は行ってお

りません。

 ④ヘッジ有効性評価の方法

   ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動又はキャッ

シュ・フロー変動を直接結び付けて判定しており

ます。ただし、特例処理によっている金利スワッ

プについては、有効性の評価を省略しておりま

す。

 ⑤その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るも

の

   ヘッジ取引の執行・管理については、取引権限

等を定めた社内規定に基づき、常務会の承認を得

て行っております。

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

  消費税等の会計処理

税抜方式を採用しております。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価

評価法によっております。

６ 連結調整勘定の償却に関する事項

  連結調整勘定については、５年間にわたって定額法

により償却を行っております。

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項

連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定

した利益処分に基づいて作成しております。

 ③ヘッジ方針

同左

 

 

 

 ④ヘッジ有効性評価の方法

同左

 

 

 

 

 ⑤その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るも

の

同左

 

 

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

  消費税等の会計処理

同左

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６ 連結調整勘定の償却に関する事項

同左

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項

同左

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日から３カ月以

内に償還期限の到来する短期投資からなっておりま

す。

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左



会計処理の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第６号）を適用しております。これにより税金等調整

前当期純利益は９百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控除してお

ります。

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

― 

 

 

 

 

 

（連結損益計算書） 

 前連結会計年度において営業外費用の「その他の費

用」に含めて表示しておりました、「手形売却損」（前

連結会計年度31百万円） については、営業外費用の総

額の100分の10を超えることとなったため、当連結会計

年度より区分掲記しております。

（連結貸借対照表）  

 前連結会計年度において「電信電話加入権他」で表示

しておりました無形固定資産は、ソフトウェアの増加に

より、明瞭適確な表示を行うため、当連結会計年度にお

いては「ソフトウェア他」の科目名に組替えて表示して

おります。

― 

 

 

 

 

 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日現在)

当連結会計年度
(平成18年３月31日現在)

※１ 非連結子会社および関連会社に対するものは次の

とおりであります。

投資有価証券 10百万円

※１ 非連結子会社および関連会社に対するものは次の

とおりであります。

投資有価証券 10百万円

 

※２ 担保に供している資産と、簿価及び対応債務は下

記のとおりであります。

担保に供している資産

担保提供資産科目
金額 
(百万円)

対応債務

建物及び構築物 1,998
借入金

土地 183

建物及び構築物 185

借入金の財団抵当機械装置及び運搬具 19

土地 39

投資有価証券 114
支払手形及び 
買掛金

合計 2,540

 

※２ 担保に供している資産と、簿価及び対応債務は下

記のとおりであります。

担保に供している資産

担保提供資産科目
金額
(百万円)

対応債務

建物及び構築物 1,935
借入金

土地 183

建物及び構築物 137

借入金の財団抵当機械装置及び運搬具 13

土地 39

投資有価証券 203
支払手形及び 
買掛金

合計 2,513

 

 

(上記のうち財団抵当244百万円)

対応債務

科目 金額(百万円)

支払手形及び買掛金 357

短期借入金 1,733

長期借入金 
(１年以内返済予定額を含む)

3,208

(上記のうち財団抵当4,350百万円)

 

 

(上記のうち財団抵当190百万円)

対応債務

科目 金額(百万円)

支払手形及び買掛金 234

短期借入金 2,283

長期借入金
(１年以内返済予定額を含む)

2,873

(上記のうち財団抵当4,608百万円)

※３ 当社の発行済株式総数

普通株式 39,600,000株

※３ 当社の発行済株式総数

普通株式 39,600,000株

※４ 連結会社が保有する自己株式の数

普通株式 14,901株

※４ 連結会社が保有する自己株式の数

普通株式 19,182株

 
受取手形割引高 2,096百万円

上記のほか、弁済遡及義務のない譲渡手形が

2,100百万円あります。

 
受取手形割引高 2,426百万円

上記のほか、弁済遡及義務のない譲渡手形が

2,109百万円あります。



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 販売費のうち主なものは次のとおりであります。

保管料・荷役料 1,546百万円

荷造費・運賃 907百万円

貸倒引当金繰入額 46百万円

※１ 販売費のうち主なものは次のとおりであります。

保管料・荷役料 1,749百万円

荷造費・運賃 1,049百万円

貸倒引当金繰入額 16百万円

 

※２ 一般管理費のうち主なものは次のとおりでありま

す。

給料諸手当 1,746百万円

従業員賞与 279百万円

賞与引当金繰入額 346百万円

厚生費 425百万円

退職給付費用 145百万円

旅費交通費 287百万円

研究費 86百万円

減価償却費 198百万円

※２ 一般管理費のうち主なものは次のとおりでありま

す。

給料諸手当 1,772百万円

従業員賞与 256百万円

賞与引当金繰入額 268百万円

役員退職慰労引当金繰入額 17百万円

厚生費 410百万円

退職給付費用 85百万円

旅費交通費 303百万円

研究費 48百万円

減価償却費 226百万円

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費の総額は86百万円であります。

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費の総額は48百万円であります。

※４ 固定資産売却損は、機械装置売却損28百万円ほか

であります。

※４ 固定資産売却損は、土地売却損１百万円ほかであ

ります。

※５ 固定資産廃棄損は、建物除却損及び取り壊し費用

９百万円ほかであります。

※５ 固定資産廃棄損は、建物除却損及び取り壊し費用

112百万円ほかであります。

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※７ 投資有価証券評価損は、時価等が著しく下落した

有価証券について、評価減を行ったものでありま

す。

 

※６ 減損損失は、当連結会計年度において、当社グル

ープの以下の資産グループについて計上したもので

あります。

用途 種類 場所

遊休資産 土地 長野県
建物 塩尻市他

   当社グループは、事業の種類別セグメントを基準

として資産のグルーピングを行っていますが、遊休

資産については独立したキャッシュ・フローを生み

出す単位としてそれぞれグルーピングしておりま

す。 

 上記の資産については、それぞれ遊休状態にあり

今後も使用の目処が立っていないため、また、継続

的な地価下落等により、当連結会計年度において減

損損失９百万円を計上いたしました。 

 減損損失の内訳は、土地８百万円、建物１百万円

であります。回収可能価額については、正味売却価

額により測定しており、不動産鑑定評価額等により

算定しております。

※７ 投資有価証券評価損は、時価等が著しく下落した

有価証券について、評価減を行ったものでありま

す。



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記される科目の金額との関係

現金預金勘定 1,956百万円

現金及び現金同等物 1,956百万円

―
 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記される科目の金額との関係

現金預金勘定 1,483百万円

現金及び現金同等物 1,483百万円

２ 重要な非資金取引の内容

当連結会計年度に新たに計上したファイナンス・リ

ース取引に係る固定資産の額は813百万円、負債の額

は853百万円であります。

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が、借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が、借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

〈借主側〉

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具

647 347 299

その他の 
有形固定資産 
(工具器具備品)

330 165 164

合計 977 513 464

〈借主側〉

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械装置
及び運搬具

614 402 212

その他の
有形固定資産 
(工具器具備品)

369 200 169

合計 984 602 381

②未経過リース料期末残高相当額

１年内 166百万円

１年超 305百万円

合計 471百万円

②未経過リース料期末残高相当額

１年内 168百万円

１年超 223百万円

合計 391百万円

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 194百万円

減価償却費相当額 184百万円

支払利息相当額 11百万円

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 189百万円

減価償却費相当額 179百万円

支払利息相当額 8百万円

④減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

④減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

⑤利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

有価証券 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当するものはありません。 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 表中の「取得原価」は減損処理の後の帳簿価額であります。 

なお、当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損６百万円を計上しております。 

  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

区分
取得原価
(百万円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

 ① 株式 2,170 3,194 1,024

 ② 債券 ― ― ―

 ③ その他 4 5 1

小計 2,175 3,200 1,025

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

 ① 株式 0 0 △0

 ② 債券 ― ― ―

 ③ その他 ― ― ―

小計 0 0 △0

合計 2,175 3,200 1,025

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

166 121 ―



４ 時価評価されていない有価証券 

(1) 満期保有目的の債券 

  

 
  

(2) その他有価証券 

  

 
  

５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

  

 
  

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

割引金融債 19

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

非上場株式(店頭売買株式を除く) 50

区分 １年以内(百万円)
１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超(百万円)

① 満期保有目的の債券

   国債・地方債等 ― ― ― ―

   社債 ― ― ― ―

   その他 19 ― ― ―

② その他有価証券 ― ― ― ―

合計 19 ― ― ―



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

有価証券 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当するものはありません。 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

区分
取得原価
(百万円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

 ① 株式 2,301 4,816 2,515

 ② 債券 ― ― ―

 ③ その他 ― ― ―

小計 2,301 4,816 2,515

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

 ① 株式 0 0 △0

 ② 債券 ― ― ―

 ③ その他 ― ― ―

小計 0 0 △0

合計 2,301 4,816 2,515

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

324 265 1



４ 時価評価されていない有価証券 

(1) 満期保有目的の債券 

  

 
  

(2) その他有価証券 

  

 
(注) 当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損１百万円を計上しております。 

  

５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

  

 
  

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

割引金融債 19

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

非上場株式 269

区分 １年以内(百万円)
１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超(百万円)

① 満期保有目的の債券

   国債・地方債等 ― ― ― ―

   社債 ― ― ― ―

   その他 19 ― ― ―

② その他有価証券 ― ― ― ―

合計 19 ― ― ―



(デリバティブ取引関係) 

  

 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 取引の状況に関する事項

(1) 取引の内容・取引に対する取組方針・取引の利用

目的

   当グループは、通貨関連では特定の外貨建資

産・負債を対象とした包括的な為替予約取引、金

利関連では金利スワップ取引を利用しておりま

す。包括的な為替予約取引は、外貨建資産・負債

に係る将来の為替相場の変動による損失回避を目

的とし、金利スワップ取引は借入金利の将来の金

利市場における利率上昇による変動リスクの回避

を目的としております。包括的な為替予約取引は

過去の輸出入等の実積と今後の計画に基づき、必

要な時期に必要な量を実施しております。なお、

デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行って

おります。

１ 取引の状況に関する事項

(1) 取引の内容・取引に対する取組方針・取引の利用

目的

同左

 ①ヘッジ手段とヘッジ対象

  ａ ヘッジ手段…為替予約

    ヘッジ対象…商品の輸出・輸入による外貨建

売上債権・外貨建買入債務及び

外貨建予定取引

  ｂ ヘッジ手段…金利スワップ

    ヘッジ対象…借入金

 ①ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ②ヘッジ方針

   将来の為替及び金利の市場変動リスクをヘッジ

する方針であり、投機的な取引及び短期的な売買

利益を得る目的でのデリバティブ取引は行ってお

りません。

 ②ヘッジ方針

同左

 ③ヘッジ有効性評価の方法

   ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動又はキャッ

シュ・フロー変動を直接結び付けて判断しており

ます。ただし、特例処理によっている金利スワッ

プについては、有効性の評価を省略しておりま

す。

 ③ヘッジ有効性評価の方法

同左

(2) 取引に係るリスクの内容について

   デリバティブ取引は、取引相手が倒産等によっ

て契約不履行となることで被る損失に係る信用リ

スクと、金利・為替等、市場の変動によって発生

する損失に係る市場リスクを有しています。信用

リスクについては、安全と考えられる金融機関の

みを取引相手としてデリバティブ取引を行ってお

り、そのリスクはほとんどないと判断しておりま

す。市場リスクについては、全ての取引をヘッジ

目的で行っており、当該取引の評価損益はヘッジ

対象の今後のオンバランス取引の評価損益と相殺

されます。

   また、当グループは時価の変動率が大きく、経

営に重大な影響を及ぼすような取引は行っており

ません。

(2) 取引に係るリスクの内容について

同左



 
  

(退職給付関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(3) 取引に係るリスク管理体制

   グループ内の体制としては、取引導入時の目

的・内容・取引相手・保有リスク及び損失の限度

額・リスク額の報告体制等、デリバティブ取引に

ついての規定を当社常務会の承認を受けて定めて

おります。社内規定にある限度を超えて取引を行

う場合には、当社常務会の承認を必要とします。

(3) 取引に係るリスク管理体制

同左

２ 取引の時価等に関する事項

   ヘッジ会計を適用しているため、該当事項はあり

ません。

２ 取引の時価等に関する事項

同左

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

   当社は、確定給付型の制度として適格退職年金制

度及び退職一時金制度を採用し、退職給付債務、退

職給付引当金及び退職給付費用の計算は簡便法によ

っております。また、早期退職に際しては割増退職

金を支払う場合があります。

   なお、適格退職年金制度の過去勤務費用の償却は

４月１日から６月30日までは年15％定率にて、７月

１日よりは年25％定率にておこなっております。

   また、一部の連結子会社につきましては、中小企

業退職金共済制度に加入しております。

１ 採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として適格退職年金制

度及び退職一時金制度を採用し、退職給付債務、退

職給付引当金及び退職給付費用の計算は簡便法によ

っております。また、早期退職に際しては割増退職

金を支払う場合があります。

適格退職年金制度の過去勤務費用の償却は年25％

定率にておこなっております。

なお、当社は平成18年４月１日をもって、従来の

退職年金制度のうち適格退職年金制度を廃止し、新

たに確定拠出年金制度を採用いたしました。

   また、一部の連結子会社につきましては、中小企

業退職金共済制度に加入しております。

 

２ 退職給付債務に関する事項

イ 退職給付債務 △1,908百万円

ロ 年金資産 (注) 532百万円

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △1,375百万円

ニ 会計基準変更時差異の 
  未処理額

―百万円

ホ 退職給付引当金(ハ＋ニ) △1,375百万円

  (注) 直近の年金財政決算額に期末日までの拠出額

及び給付額を加減して算出しております。

 

２ 退職給付債務に関する事項

イ 退職給付債務 △1,865百万円

ロ 年金資産 (注) 606百万円

ハ 退職給付引当金(イ＋ロ) △1,258百万円

  (注) 直近の年金財政決算額に期末日までの拠出額

及び給付額を加減して算出しております。

 

３ 退職給付費用に関する事項

イ 勤務費用 145百万円

ロ 会計基準変更時差異の 
  費用処理額

284百万円

ハ 退職給付費用(イ＋ロ) 430百万円

 

３ 退職給付費用に関する事項

イ 勤務費用 85百万円

ロ 退職給付費用 85百万円

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

   当社は、簡便法を採用しておりますので、基礎率

等については、記載しておりません。

  会計基準変更時差異の費用処理年数：

５年による定額法であります。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

   当社は、簡便法を採用しておりますので、基礎率

等については、記載しておりません。



(税効果会計関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日現在)

当連結会計年度
(平成18年３月31日現在)

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

賞与引当金損金算入限度超過額 151百万円

たな卸資産に係る未実現利益 10百万円

退職給付引当金損金算入 
限度超過額

547百万円

固定資産に係る未実現利益 159百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 10百万円

未払事業税 40百万円

その他 73百万円

繰延税金資産合計 994百万円

(繰延税金負債)

連結子会社の資産の時価評価差額 △30百万円

その他有価証券評価差額金 △420百万円

その他 △17百万円

繰延税金負債合計 △468百万円

繰延税金資産の純額 525百万円

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

賞与引当金 123百万円

たな卸資産に係る未実現利益 6百万円

退職給付引当金 514百万円

固定資産に係る未実現利益 141百万円

繰越欠損金 338百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 9百万円

未払事業税 22百万円

未払役員退職慰労金 56百万円

その他 112百万円

繰延税金資産小計 1,326百万円

評価性引当額 △320百万円

繰延税金資産合計 1,005百万円

(繰延税金負債)

連結子会社の資産の時価評価差額 △30百万円

その他有価証券評価差額金 △1,031百万円

その他 △17百万円

繰延税金負債合計 △1,079百万円

繰延税金負債の純額 △74百万円

 

 
 
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因

法定実効税率 41.0%

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.5%

連結子会社からの受取配当金消去 0.3%

住民税均等割 0.9%

税効果を認識していない子会社欠損金 3.9%

その他 △1.3%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.3%

 

 
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因

法定実効税率 41.0%

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.4%

連結子会社からの受取配当金消去 1.8%

住民税均等割 1.1%

税効果を認識していない子会社の一時差

異
0.6%

連結調整勘定償却額 1.0%

ＩＴ投資促進税制による法人税額特別控

除
△5.6%

その他 1.5%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.8%



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 当社グループの事業戦略に基づき、取扱商品、事業形態等を考慮して事業区分しています。 

２ 各事業の主な内容 

(1) 繊維関連事業…繊維製品の卸売及び小売、原糸の卸売 

(2) 食品関連事業…冷凍食品、水産物、農産物の輸出入及び国内販売 

(3) 住・物資関連事業…金属製品、機械機器、電気製品、建築資材、生活雑貨の卸売、建築工事の施工、不動

産賃貸、損害保険代理店業務、建築金物製造販売 

(4) 電子関連事業…コンデンサ、湿度センサ、環境機器、電気製品、電子部品の製造・組立・販売 

         測定機器製造販売 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,280百万円であり、親会社本社の

管理部門および全社的な研究開発費に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、7,728百万円であり、その主なものは、親会

社での余資運用資金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)および親会社本社の管理部門に係る

資産等であります。 

  

繊維
関連事業 
(百万円)

食品 
関連事業 
(百万円)

住・物資
関連事業 
(百万円)

電子
関連事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

14,743 16,029 9,241 10,239 50,253 ― 50,253

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

― ― 27 770 798 (798) ―

計 14,743 16,029 9,269 11,009 51,051 (798) 50,253

  営業費用 14,432 13,947 9,075 10,659 48,114 473 48,588

  営業利益 310 2,081 193 350 2,936 (1,271) 1,664

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
  資本的支出

  資産 3,028 6,836 4,823 5,417 20,105 5,143 25,249

  減価償却費 4 0 77 220 302 41 344

  資本的支出 3 2 51 480 538 2 541



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 当社グループの事業戦略に基づき、取扱商品、事業形態等を考慮して事業区分しています。 

２ 各事業の主な内容 

(1) 繊維関連事業…繊維製品の卸売及び小売、原糸の卸売 

(2) 食品関連事業…冷凍食品、水産物、農産物の輸出入及び国内販売 

(3) 住・物資関連事業…金属製品、機械機器、電気製品、建築資材、生活雑貨の卸売、建築工事の施工、不動

産賃貸、損害保険代理店業務、建築金物製造販売 

(4) 電子関連事業…コンデンサ、湿度センサ、環境機器、電気製品、電子部品の製造・組立・販売 

         測定機器製造販売 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,269百万円であり、親会社本社

の管理部門および全社的な研究開発費に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は9,806百万円であり、その主なものは、親会社

での余資運用資金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)および親会社本社の管理部門に係る資

産等であります。 

５ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４(3)④に記載のとおり、当連結会計年度から一部の

国内連結子会社の役員退職慰労金の計上方法を変更しております。この変更に伴ない、従来の方法と比較し

て、当連結会計年度の営業費用が住・物資関連事業並びに電子関連事業でそれぞれ０百万円減少し、消去又

は全社で３百万円増加して、連結では２百万円の増加となる一方で、営業利益につきましては、住・物資関

連事業並びに電子関連事業でそれぞれ０百万円増加し、消去又は全社で３百万円減少して、連結では２百万

円の減少となります。 

  

繊維
関連事業 
(百万円)

食品 
関連事業 
(百万円)

住・物資
関連事業 
(百万円)

電子
関連事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

15,456 19,037 7,404 6,851 48,750 ― 48,750

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

― ― 17 18 35 (35) ―

計 15,456 19,037 7,421 6,869 48,785 (35) 48,750

  営業費用 15,107 17,180 7,362 6,653 46,304 1,092 47,396

  営業利益 348 1,857 59 215 2,481 (1,128) 1,353

Ⅱ 資産、減価償却費、減
損損失及び資本的支出

  資産 3,249 7,911 4,578 4,432 20,172 7,524 27,696

  減価償却費 2 0 75 225 303 63 367

  減損損失 ― ― ― ― ― 9 9

  資本的支出 6 1 28 373 409 839 1,249



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 東南アジア…シンガポール、マレーシア 

(2) 北米…米国 

(3) 中国…中国 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,280百万円であり、親会社本社の

管理部門および全社的な研究開発費に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は7,728百万円であり、その主なものは、親会社

での余資運用資金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)および親会社本社の管理部門に係る資

産などであります。 

  

日本
(百万円)

東南アジア
(百万円)

北米
(百万円)

中国
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

47,133 664 1,386 1,068 50,253 ― 50,253

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

594 386 334 1,246 2,562 (2,562) ―

計 47,728 1,051 1,721 2,314 52,815 (2,562) 50,253

  営業費用 44,903 1,048 1,778 2,272 50,002 (1,413) 48,588

  営業利益 
  又は営業損失（△）

2,825 2 △57 42 2,813 (1,148) 1,664

Ⅱ 資産 19,047 579 498 248 20,373 4,875 25,249



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 東南アジア…シンガポール、マレーシア 

(2) 北米…米国 

(3) 中国…中国 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,269百万円であり、親会社本社

の管理部門および全社的な研究開発費に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は9,806百万円であり、その主なものは、親会社

での余資運用資金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)および親会社本社の管理部門に係る資

産などであります。 

５ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４(3)④に記載のとおり、当連結会計年度から一部の

国内連結子会社の役員退職慰労金の計上方法を変更しております。この変更に伴ない、従来の方法と比較し

て、当連結会計年度の営業費用が日本で１百万円減少し、消去又は全社で３百万円増加して、連結では２百

万円の増加となる一方で、営業利益につきましては、日本で１百万円増加し、消去又は全社で３百万円減少

して、連結では２百万円の減少となります。 

  

日本
(百万円)

東南アジア
(百万円)

北米
(百万円)

中国
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

45,586 499 1,443 1,220 48,750 ― 48,750

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

361 656 350 1,243 2,611 (2,611) ―

計 45,948 1,155 1,793 2,463 51,361 (2,611) 48,750

  営業費用 43,701 1,084 1,792 2,438 49,017 (1,620) 47,396

  営業利益 2,246 70 1 25 2,344 (990) 1,353

Ⅱ 資産 19,219 572 465 321 20,579 7,117 27,696



【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 中国……………中国 

(2) 東南アジア……シンガポール、マレーシア他 

(3) 北米……………米国、カナダ 

(4) その他の地域…西欧他 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 中国……………中国 

(2) 東南アジア……シンガポール、マレーシア他 

(3) 北米……………米国、カナダ 

(4) その他の地域…欧州他 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

【関連当事者との取引】 

  

 
  

中国 東南アジア 北米 その他の地域 計

海外売上高(百万円) 2,661 1,531 1,256 366 5,816

連結売上高(百万円) 50,253

海外売上高の連結 
売上高に占める割合(％)

5.3 3.0 2.5 0.7 11.5

中国 東南アジア 北米 その他の地域 計

海外売上高(百万円) 2,568 1,284 939 401 5,194

連結売上高(百万円) 48,750

海外売上高の連結 
売上高に占める割合(％)

5.3 2.7 1.9 0.8 10.7

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

該当事項はありません。 該当事項はありません。



(１株当たり情報) 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 117円29銭

１株当たり当期純利益 17円37銭

１株当たり純資産額 150円35銭

１株当たり当期純利益 13円89銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

 

 

１株当たり当期純利益の算定上の基礎

連結損益計算書上の当期純利益 687百万円

普通株式に係る当期純利益 687百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

  該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数 39,589,042株

 

 

１株当たり当期純利益の算定上の基礎

連結損益計算書上の当期純利益 549百万円

普通株式に係る当期純利益 549百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

  該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数 39,582,275株



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

 
(注) １ 「当期末残高」欄の(内書)は、１年以内に償還予定の金額であります。 

２ 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は次のとおりであります。 

  

 
  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ その他の有利子負債のファイナンス・リース債務（１年内）及びファイナンス・リース債務（１年超）は、

連結貸借対照表ではそれぞれ流動負債の「その他の流動負債」及び固定負債の「その他の固定負債」に含ま

れております。 

３ 長期借入金及びその他の有利子負債(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における返済

予定額は以下のとおりであります。 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

神栄㈱ 第９回普通社債
平成14年 
９月30日

500 500 0.59 無担保社債
平成19年
９月28日

神栄㈱ 第10回普通社債
平成15年 
３月28日

420
280
（140)

0.42 無担保社債
平成20年
３月28日

神栄㈱ 第11回普通社債
平成18年 
１月23日

―
600
（120)

0.87 無担保社債
平成23年
１月21日

合計 ― ― 920
1,380
（260)

― ― ―

１年以内 
(百万円)

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

260 760 120 120 120

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 4,808 5,628 1.15 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 2,531 1,794 1.72 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

3,353 4,189 1.76
平成19年４月27日～
平成29年10月25日

その他の有利子負債

 ファイナンス・リース債務 
 （１年内）

― 170 2.51 ―

 ファイナンス・リース債務 
 （１年超）

― 666 2.51
平成19年４月26日～
平成23年２月28日

合計 10,692 12,448 ― ―

区分
１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

長期借入金 1,404 1,214 889 354

その他の有利子負
債

170 170 170 154



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 

第137期
(平成17年３月31日)

第138期 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,418 1,115

 ２ 受取手形 ※４ 561 337

 ３ 売掛金 ※４ 5,394 5,900

 ４ 有価証券 19 19

 ５ 商品 5,225 5,710

 ６ 未着商品 213 281

 ７ 前渡金 8 ―

 ８ 前払費用 57 74

 ９ 繰延税金資産 203 134

 10 関係会社短期貸付金 290 563

 11 未収入金 713 770

 12 保証金 78 80

 13 未収消費税等 3 7

 14 その他の流動資産 46 64

 15 貸倒引当金 △48 △49

  流動資産合計 14,186 56.8 15,011 53.6

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物 ※１ 3,920 3,731

    減価償却累計額 1,607 2,313 1,516 2,214

  ２ 構築物 ※１ 167 140

    減価償却累計額 129 38 110 30

  ３ 機械装置 ※１ 719 536

    減価償却累計額 606 113 425 110

  ４ 車両運搬具 21 25

    減価償却累計額 14 6 13 11

  ５ 工具器具備品 385 444

    減価償却累計額 305 80 305 139

  ６ 土地 ※１ 416 382

  ７ 建設仮勘定 31 7

   有形固定資産合計 2,999 12.0 2,896 10.4



 

第137期
(平成17年３月31日)

第138期 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 (2) 無形固定資産

  １ 営業権 3 1

  ２ 特許権 ― 19

  ３ 借地権 2 2

  ４ ソフトウェア 12 750

  ５ 電信電話加入権 9 9

   無形固定資産合計 28 0.1 784 2.8

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 ※１ 3,244 5,082

  ２ 関係会社株式 3,765 3,765

  ３ 関係会社出資金 37 37

  ４ 従業員貸付金 117 113

  ５ 関係会社長期貸付金 116 ―

  ６ 破産債権、更生債権 
    その他これらに準ずる 
    債権

296 305

  ７ 長期前払費用 24 16

  ８ 繰延税金資産 228 ―

  ９ 差入保証金 60 59

  10 その他の投資 227 207

  11 貸倒引当金 △371 △287

   投資その他の資産合計 7,747 31.1 9,301 33.2

   固定資産合計 10,776 43.2 12,983 46.4

Ⅲ 繰延資産

  １ 社債発行費 ― 3

   繰延資産合計 ― ― 3 0.0

   資産合計 24,962 100.0 27,998 100.0

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※１ 1,273 1,133

 ２ 買掛金 ※1,4 2,026 1,765

 ３ 短期借入金 ※１ 4,689 5,533

 ４ 一年以内に返済予定の 
   長期借入金

※１ 2,531 1,794

 ５ 一年以内に償還予定の 
   社債

140 260

 ６ 未払金 79 318

 ７ 未払費用 1,052 1,113

 ８ 未払法人税等 362 109

 ９ 前受金 21 12

 10 預り金 ※４ 2,427 2,151

 11 前受収益 6 8

 12 賞与引当金 288 205

 13 その他の流動負債 32 25

  流動負債合計 14,930 59.8 14,432 51.5



 
  

第137期
(平成17年３月31日)

第138期 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 780 1,120

 ２ 長期借入金 ※１ 3,353 4,189

 ３ 長期リース債務 ― 666

 ４ 未払役員退職慰労金 ― 138

 ５ 繰延税金負債 ― 344

 ６ 退職給付引当金 1,341 1,223

 ７ その他の固定負債 59 63

  固定負債合計 5,534 22.2 7,744 27.7

  負債合計 20,464 82.0 22,176 79.2

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※２ 1,980 7.9 1,980 7.1

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 495 495

 ２ その他資本剰余金

  (1) 資本金及び資本 
    準備金減少差益

554 554 554 554

  資本剰余金合計 1,049 4.2 1,049 3.7

Ⅲ 利益剰余金

 １ 当期未処分利益 867 1,313

  利益剰余金合計 867 3.5 1,313 4.7

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※５ 603 2.4 1,483 5.3

Ⅴ 自己株式 ※３ △2 △0.0 △4 △0.0

   資本合計 4,497 18.0 5,821 20.8

   負債・資本合計 24,962 100.0 27,998 100.0



② 【損益計算書】 

  

 

第137期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第138期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ 商品売上高 37,815 40,553

 ２ 売上値引及び戻り高 365 37,449 100.0 498 40,054 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 期首商品たな卸高 4,168 5,438

 ２ 当期商品仕入高 31,124 33,334

   合計 35,292 38,772

 ３ 期末商品たな卸高 5,438 5,992

 ４ 他勘定への振替高 ※１ 58 29,796 79.6 56 32,723 81.7

   売上総利益 7,653 20.4 7,331 18.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 荷造費及び運賃 630 728

 ２ 保管料荷役料 1,432 1,637

 ３ 販売手数料 275 220

 ４ 保険料 59 59

 ５ 貸倒引当金繰入額 32 22

 ６ その他の販売費 134 148

 ７ 役員報酬 123 147

 ８ 給料諸手当 931 937

 ９ 従業員賞与 223 186

 10 賞与引当金繰入額 288 205

 11 役員退職慰労金 24 3

 12 厚生費 272 254

 13 退職給付費用 135 83

 14 租税公課 65 68

 15 旅費交通費 172 191

 16 交際費 19 30

 17 通信費 54 55

 18 研究費 ※２ 81 44

 19 委託手数料 521 519

 20 賃借料 52 55

 21 減価償却費 160 177

 22 その他の一般管理費 546 6,240 16.6 543 6,322 15.8

   営業利益 1,413 3.8 1,008 2.5



 

第137期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第138期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅳ 営業外収益 ※３

 １ 受取利息 11 19

 ２ 受取配当金 96 89

 ３ 賃貸料 159 149

 ４ 関係会社からの 
   経営指導料

44 158

 ５ 為替差益 53 28

 ６ 雑益 31 396 1.1 63 508 1.3

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 256 252

 ２ 手形売却損 37 41

 ３ 賃貸資産管理費 43 28

 ４ たな卸資産処分損 13 32

 ５ 雑損 51 403 1.1 67 421 1.1

   経常利益 1,406 3.8 1,095 2.7

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 121 121 0.3 261 261 0.6

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※４ 28 3

 ２ 固定資産廃棄損 ※５ 16 117

 ３ 減損損失 ※６ ― 36

 ４ 役員退職慰労金 ― 138

 ５ 投資有価証券売却損 6 1

 ６ 投資有価証券評価損 ※７ ― 1

 ７ 退職給付会計基準 
   変更時差異償却額

284 ―

 ８ 貸倒引当金繰入額 ※８ 105 ―

 ９ 子会社株式評価損 9 ―

 10 子会社投資損失 
   引当金繰入額

85 538 1.5 ― 297 0.7

   税引前当期純利益 990 2.6 1,059 2.6

   法人税、住民税 
   及び事業税

565 386

   法人税等調整額 △152 413 1.1 29 416 1.0

   当期純利益 577 1.5 643 1.6

   前期繰越利益 290 669

   当期未処分利益 867 1,313



③ 【利益処分計算書】 

  

 
(注) 日付は株主総会承認日であります。 

  

第137期
(平成17年６月29日)

第138期 
(平成18年６月29日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(当期未処分利益の処分)

Ⅰ 当期未処分利益 867 1,313

Ⅱ 利益処分額

 １ 配当金 197 197

 ２ 任意積立金

  (1) 別途積立金 ― 197 300 497

Ⅲ 次期繰越利益 669 815

(その他資本剰余金の処分)

Ⅰ その他資本剰余金

 １ 資本金及び資本準備金 
   減少差益

554 554 554 554

Ⅱ その他資本剰余金処分額 ― ―

Ⅲ その他資本剰余金 
  次期繰越額

 １ 資本金及び資本準備金 
   減少差益

554 554 554 554



重要な会計方針 

  
第137期

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第138期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

１ 有価証券(有価証券、投資有価証券、関係会社株式)

の評価基準及び評価方法

 (1) 満期保有目的の債券：償却原価法

(2) 子会社株式及び関連会社株式 ：移動平均法によ

る原価法

 (3) その他有価証券

①時価のあるもの

期末前１ヵ月の市場価格の平均に基づく時価法

(評価差額は、全部資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により、算定しておりま

す。)

②時価のないもの

移動平均法による原価法

 

１ 有価証券(有価証券、投資有価証券、関係会社株式)

の評価基準及び評価方法

 (1) 満期保有目的の債券：同左

(2) 子会社株式及び関連会社株式 

 

：同左

 (3) その他有価証券

①時価のあるもの

同左

 

 

 

②時価のないもの

同左

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準：原価法

評価方法：個別法または移動平均法

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

同左

３ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(土地及び建設仮勘定を除く)

償却方法は本社ビルの建物(建物附属設備を含む)

については定額法、その他は定率法によっておりま

す。

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(建

物附属設備を除く)については定額法によっており

ます。

３ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(土地及び建設仮勘定を除く)

同左

(2) 無形固定資産及び長期前払費用

   定額法によっております。

   ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、

社内における見込利用可能期間(５年)による定額法

によっております。

(2) 無形固定資産及び長期前払費用

同左

４ 繰延資産の処理方法

  繰延資産に計上している社債発行費は、商法施行規

則に規定する期間(３年)で均等償却を行っておりま

す。

４ 繰延資産の処理方法

同左

５ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため計上してお

ります。

 ①一般債権

貸倒実績率法によっております。

 ②貸倒懸念債権及び破産更生債権

個別に回収の可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。

５ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

   従業員の賞与の支払に備えるため、将来の支給見

込額のうち当会計年度の負担額を計上しておりま

す。

(2) 賞与引当金

同左



 

第137期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第138期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(3) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生していると認められ

る額を計上しております。

   なお、会計基準変更時差異(1,423百万円)につい

ては、５年による按分額を費用処理しております。

(3) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生していると認められ

る額を計上しております。

   なお、平成18年４月１日をもって、従来の退職年

金制度のうち適格退職年金制度を廃止し、新たに確

定拠出年金制度を採用いたしました。

(4) 子会社投資損失引当金

   子会社に対する投資について、将来当社が負担す

る可能性がある損失に備えるため、子会社の財政状

態および経営成績を考慮して計上しております。な

お、貸借対照表においては、当該引当金233百万円

を関係会社株式と相殺して表示しております。

(4) 子会社投資損失引当金

同左

６ リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

６ リース取引の処理方法

同左

７ ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

   繰延ヘッジ処理によっております。また、為替予

約等が付されている外貨建金銭債権債務等について

は、振当処理を行っております。また、特例処理の

要件を満たしている金利スワップについては、特例

処理を行っております。

７ ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

   当事業年度にヘッジ会計を適用しましたヘッジ手

段とヘッジ対象は以下のとおりであります。

  ①ヘッジ手段 為替予約

   ヘッジ対象 商品の輸出・輸入による外貨建売上

債権・外貨建買入債務及び外貨建予

定取引

  ②ヘッジ手段 金利スワップ

   ヘッジ対象 借入金

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(3) ヘッジ方針

   将来の為替及び金利の市場変動リスクをヘッジす

る方針であり、投機的な取引及び短期的な売買利益

を得る目的でのデリバティブ取引は行っておりませ

ん。

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

   ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動又はキャッシ

ュ・フロー変動を直接結び付けて判定しておりま

す。ただし、特例処理によっている金利スワップに

ついては、有効性の評価を省略しております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

(5) その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るも

の

   ヘッジ取引の執行・管理については、取引権限等

を定めた社内規定に基づき、常務会の承認を得て行

っております。

(5) その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るも

の

同左



 
  

会計処理の変更 

  

 
  

第137期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第138期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

８ その他財務諸表作成のための重要な事項

  消費税等の会計処理

  税抜方式を採用しております。

８ その他財務諸表作成のための重要な事項

  消費税等の会計処理

同左

第137期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第138期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用しております。これにより税引前当期純利益

は36百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき当該各資産の金額から直接控除しており

ます。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

第137期 
(平成17年３月31日現在)

第138期
(平成18年３月31日現在)

 

※１ 担保に供している資産と、簿価及び対応債務は下

記のとおりであります。

担保に供している資産

担保提供資産科目
金額 
(百万円)

対応債務

建物 1,984

借入金構築物 3

土地 162

建物 179

借入金の財団抵当
構築物 6

機械装置 19

土地 39

投資有価証券 114
支払手形 
買掛金

合計 2,509

 

※１ 担保に供している資産と、簿価及び対応債務は下

記のとおりであります。

担保に供している資産

担保提供資産科目
金額
(百万円)

対応債務

建物 1,922

借入金構築物 3

土地 162

建物 131

借入金の財団抵当
構築物 5

機械装置 13

土地 39

投資有価証券 203
支払手形 
買掛金

合計 2,482

(上記のうち財団抵当244百万円) (上記のうち財団抵当190百万円)

 
対応債務

科目 金額(百万円)

支払手形 328

買掛金 28

短期借入金 1,733

長期借入金 
(１年以内返済予定額を含む)

3,208

 
対応債務

科目 金額(百万円)

支払手形 213

買掛金 21

短期借入金 2,283

長期借入金
(１年以内返済予定額を含む)

2,873

(上記のうち財団抵当4,350百万円) (上記のうち財団抵当4,608百万円)

※２ 授権株式数 普通株式 120,000,000株

発行済株式総数 普通株式 39,600,000株

※３ 自己株式の保有 普通株式 14,901株

※２ 授権株式数 普通株式 120,000,000株

発行済株式総数 普通株式 39,600,000株

※３ 自己株式の保有 普通株式 19,182株

 

※４ 関係会社に係る注記

関係会社に対する資産、負債のうち区分掲記され

たもの以外で主なものは次のとおりであります。

科目 金額(百万円)

受取手形及び売掛金 811

買掛金 364

預り金 2,323
 

※４ 関係会社に係る注記

関係会社に対する資産、負債のうち区分掲記され

たもの以外で主なものは次のとおりであります。

科目 金額(百万円)

受取手形及び売掛金 647

買掛金 346

預り金 2,031

 

 

受取手形割引高 2,096百万円

  上記のほか、弁済遡及義務がない譲渡手形が

2,100百万円あります。

※５ 配当制限

有価証券の時価評価により、純資産額が603百万円

増加しております。なお、当該金額は商法施行規則

第124条第３号の規定により、配当に充当すること

が制限されております。

 

 

受取手形割引高 2,426百万円

  上記のほか、弁済遡及義務がない譲渡手形が

2,109百万円あります。

※５ 配当制限

有価証券の時価評価により、純資産額が1,483百万

円増加しております。なお、当該金額は商法施行規

則第124条第３号の規定により、配当に充当するこ

とが制限されております。



(損益計算書関係) 

  

 
  

第137期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第138期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 他勘定への振替高の内訳

振替先項目
金額 
(百万円)

販売費及び一般管理費 28

営業外費用 29

合計 58

※１ 他勘定への振替高の内訳

振替先項目
金額 
(百万円)

販売費及び一般管理費 24

営業外費用 32

合計 56

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は、81百万円で

あります。

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は、44百万円で

あります。

※３ 関係会社との取引による営業外収益

賃貸料 158百万円

経営指導料 44百万円

受取配当金 65百万円

※３ 関係会社との取引による営業外収益

賃貸料 148百万円

経営指導料 158百万円

受取配当金 53百万円

※４ 固定資産売却損は、機械装置売却損28百万円ほか

であります。

※４ 固定資産売却損は、土地売却損１百万円ほかであ

ります。

※５ 固定資産廃棄損は、建物除却損及び取り壊し費用

９百万円ほかであります。

※５ 固定資産廃棄損は、建物除却損及び取り壊し費用

93百万円ほかであります。

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 

 

 

※８ 貸倒引当金繰入額は、子会社に対する長期貸付金

について繰り入れたものであります。

 

※６ 減損損失は、当事業年度において、当社の以下の

資産グループについて計上したものであります。

用途 種類 場所

遊休資産 土地 京都府
建物 綾部市、

長野県
塩尻市他

   当社は、事業の種類別セグメントを基準として資

産のグルーピングを行っていますが、遊休資産につ

いては独立したキャッシュ・フローを生み出す単位

としてそれぞれグルーピングしております。 

 上記の資産については、それぞれ遊休状態にあり

今後も使用の目処が立っていないため、また、継続

的な地価下落等により、当事業年度において減損損

失36百万円を計上いたしました。 

 減損損失の内訳は、土地34百万円、建物１百万円

であります。回収可能価額については、正味売却価

額により測定しており、不動産鑑定評価額等により

算定しております。

※７ 投資有価証券評価損は、時価等が著しく下落した

有価証券について、評価減を行ったものでありま

す。

― 

 



(リース取引関係) 

  

 
  

(有価証券関係) 

前事業年度(平成17年３月31日)及び当事業年度(平成18年３月31日)のいずれにおいても子会社株式

及び関連会社株式で時価のあるものは、所有しておりません。 

  

第137期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第138期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

〈借主側〉

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却累計 
額相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 37 18 19

工具器具備品 252 135 117

合計 290 154 136

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

〈借主側〉

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却累計 
額相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 23 13 10

工具器具備品 252 146 106

合計 275 159 116

②未経過リース料期末残高相当額

１年内 52百万円

１年超 83百万円

合計 135百万円

②未経過リース料期末残高相当額

１年内 50百万円

１年超 68百万円

合計 118百万円

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 69百万円

減価償却費相当額 67百万円

支払利息相当額 2百万円

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 58百万円

減価償却費相当額 56百万円

支払利息相当額 2百万円

④減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

④減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

⑤利息相当額の算定方法

同左



(税効果会計関係) 

  

 
  

第137期 
(平成17年３月31日現在)

第138期
(平成18年３月31日現在)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

貸倒引当金損金算入限度超過額 8百万円

賞与引当金損金算入限度超過額 118百万円

退職給付引当金損金算入 
限度超過額

538百万円

未払事業税 33百万円

子会社投資損失引当金 95百万円

その他 57百万円

繰延税金資産合計 851百万円

(繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 △419百万円

繰延税金負債合計 △419百万円

繰延税金資産の純額 432百万円

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

貸倒引当金損金算入限度超過額 8百万円

賞与引当金 84百万円

退職給付引当金 501百万円

未払事業税 15百万円

未払役員退職慰労金 56百万円

子会社投資損失引当金 95百万円

その他 74百万円

繰延税金資産小計 836百万円

評価性引当額 △14百万円

繰延税金資産合計 821百万円

(繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 △1,031百万円

繰延税金負債合計 △1,031百万円

繰延税金負債の純額 △209百万円

 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因

法定実効税率 41.0％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.9％

受取配当金等永久に益金に算入されない項

目
△1.4％

住民税均等割 0.6％

その他 0.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.7％

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因

法定実効税率 41.0％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.3％

受取配当金等永久に益金に算入されない項

目
△0.7％

住民税均等割 0.6％

ＩＴ投資促進税制による法人税額特別控除 △5.4％

その他 0.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 39.3％



(１株当たり情報) 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

第137期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第138期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 113円62銭

１株当たり当期純利益 14円59銭

１株当たり純資産額 147円08銭

１株当たり当期純利益 16円25銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

 

 

 

１株当たり当期純利益の算定上の基礎

損益計算書上の当期純利益 577百万円

普通株式に係る当期純利益 577百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

  該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数 39,589,042株

 

 

 

１株当たり当期純利益の算定上の基礎

損益計算書上の当期純利益 643百万円

普通株式に係る当期純利益 643百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

  該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数 39,582,275株



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

【債券】 

  

 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

 その他有価証券

  ㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・
  グループ

903 1,532

  ㈱京都銀行 483,450 656

  ㈱みなと銀行 1,473,000 595

  ＳＭＢＣフレンド証券㈱ 625,757 571

  ㈱三井住友フィナンシャル 
  グループ

353 444

  ニッセイ同和損害保険㈱ 337,000 267

  ㈱ノザワ 594,000 244

  帝蚕倉庫㈱ 560,472 234

  ㈱池田銀行 20,100 119

  ㈱ノーリツ 31,900 71

  日工㈱ 157,000 62

  モロゾフ㈱ 169,000 61

  ㈱さくらケーシーエス 73,000 58

  三井製糖㈱ 105,000 53

  神戸電鉄㈱ 58,000 28

  バンドー化学㈱ 50,000 26

  その他17銘柄 71,272 53

計 4,810,208 5,082

銘柄 券面総額(百万円) 貸借対照表計上額(百万円)

(有価証券)

 満期保有目的の債券

  割引農林債券 20 19



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 当期増加額のうち主なものは、ソフトウェアの新情報システム753百万円であります。 

２ 当期減少額のうち( )内の金額は内書きで、減損損失の計上額であります。 

３ 長期前払費用の( )内の金額は内書きで、１年以内に償却するため貸借対照表では流動資産の部に計上して

おります。 

  

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額 
又は 

償却累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 
(百万円)

有形固定資産

 建物 3,920 53
242
(1)

3,731 1,516 105 2,214

 構築物 167 1 28 140 110 4 30

 機械装置 719 32 215 536 425 21 110

 車両運搬具 21 11 7 25 13 5 11

 工具器具備品 385 103 43 444 305 40 139

 土地 416 2
36
(34)

382 ― ― 382

 建設仮勘定 31 194 218 7 ― ― 7

有形固定資産計 5,662 398
792
(36)

5,269 2,372 177 2,896

無形固定資産

 営業権 9 ― ― 9 7 1 1

 特許権 ― 20 ― 20 0 0 19

 借地権 2 ― ― 2 ― ― 2

 ソフトウェア 31 757 0 788 37 19 750

 電信電話加入権 9 ― ― 9 ― ― 9

無形固定資産計 53 777 0 830 45 21 784

長期前払費用 78 ― 0 77 52 15
（7）
24

繰延資産

社債発行費 ― 5 ― 5 1 1 3

繰延資産計 ― 5 ― 5 1 1 3



【資本金等明細表】 

  

 
(注) 当期末における自己株式は、19,182株であります。 

  

【引当金明細表】 

  

 
(注) １ 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、回収額であります。 

２ 子会社投資損失引当金は、貸借対照表上では関係会社株式と相殺して表示しております。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金 (百万円) 1,980 ― ― 1,980

資本金のうち 
既発行株式

普通株式  (株) (39,600,000) (―) (―) (39,600,000)

普通株式  (百万円) 1,980 ― ― 1,980

計 (株) (39,600,000) (―) (―) (39,600,000)

計 (百万円) 1,980 ― ― 1,980

資本準備金及び 
その他資本剰余金

(資本準備金)

株式払込剰余金 (百万円) 495 ― ― 495

(その他資本剰余金)

資本金及び 
資本準備金減少差益

(百万円) 554 ― ― 554

計 (百万円) 1,049 ― ― 1,049

利益準備金及び 
任意積立金

(利益準備金) (百万円) ― ― ― ―

(任意積立金) (百万円) ― ― ― ―

計 (百万円) ― ― ― ―

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 419 29 108 3 336

子会社投資損失引当金 233 ― ― ― 233

賞与引当金 288 205 288 ― 205



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

(Ｉ)流動資産 

１ 現金及び預金 

  

 
  

２ 受取手形 

(1) 部門別内訳 

  

 
(注) 上記のうち、関係会社受取手形は134百万円であります。 

  

(2) 期日別内訳 

  

 
  

(3) 割引手形の期日別内訳 

  

 
  

種類
現金 
(百万円)

預金(百万円)

合計
当座預金 普通預金 定期預金 外貨預金他 計

金額 11 553 9 450 91 1,104 1,115

部門別 金額(百万円) 主な相手先及び金額(百万円)

繊維部門 3,151 ㈱ナックス 772 田中センイ㈱ 350 ㈱ウイックス 209

食品部門 357
フジオナッツファ
ーム㈱

41 ㈱ヤマノ 23 ㈱有馬芳香堂 17

物資部門 1,059 神栄マテリアル㈱ 43 ㈱新協和 35 藤倉商事㈱ 8

電子部門 304 ㈱第一科学 82 吉田精機㈱ 23 エスケー電子㈱ 13

計 4,873

譲渡手形 2,109

割引手形 2,426

差引計 337

期日別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月以降 計

金額(百万円) 1,545 1,236 1,010 1,081 4,873

期日別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月以降 計

金額(百万円) 907 323 410 785 2,426



３ 売掛金 

(1) 部門別内訳 
  

 
(注) 上記のうち、関係会社売掛金は513百万円であります。 

  

(2) 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

 
(注) １ 算出方法 

 
  

 
２ 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記「当期発生高」には消費税等が含まれておりま

す。 

  

４ 商品 
  

 
  

５ 未着商品 

 
  

  

部門別 金額(百万円) 主な相手先及び金額(百万円)

繊維部門 1,853 ㈱ナックス 150 三和㈱ 135 ㈱グランディ 118

食品部門 2,848 尾家産業㈱ 98 ㈱ヤグチ 90 ふたば産業㈱ 61

物資部門 690 神栄マテリアル㈱ 465
TAIGAN GROUP INT'L 
TRADE CO. LTD.

85
CARIYAN 
ENTERPRISES (H.K.) 
LTD.

25

電子部門 507 シャープ㈱ 71 ㈱第一科学 55
日立アプライアンス
㈱

47

計 5,900

期首残高 
(百万円) 
 
Ａ

当期発生高 
(百万円) 
 
Ｂ

当期回収高
(百万円) 
 
Ｃ

差引期末残高
(百万円) 
 
Ｄ

回収率(％) 滞留期間(日)

5,394 41,908 41,403 5,900 87.5 49.2

回収率 ＝
Ｃ

× 100
Ａ＋Ｂ

滞留期間 ＝

Ａ＋Ｄ

２

Ｂ

365

品目 金額(百万円) 品目 金額(百万円)

繊維製品・原糸 977
湿度センサ・環境機器・
電気製品・電子部品

264

冷凍食品・水産物・農産物 4,461

生活雑貨 6 計 5,710

品目 金額(百万円) 品目 金額(百万円)

繊維製品・原糸 24
湿度センサ・環境機器・ 
電気製品・電子部品

2

冷凍食品・水産物・農産物 247

建築資材 6 計 281



(Ⅱ)固定資産 

１ 関係会社株式 

  

 
  

(Ⅲ)流動負債 

１ 支払手形 

(1) 部門別内訳 
  

 
  

(2) 期日別内訳 

  

 
  

会社名 金額(百万円)

㈱新協和 1,414

神栄マテリアル㈱ 644

神栄コンデンサ㈱ 470

九州シンエイ電子㈱ 400

エスケー電子㈱ 344

吉田精機㈱ 277

Shinyei Corp. of America 105

その他３社 110

計 3,765

部門別 金額(百万円) 主な相手先及び金額(百万円)

繊維部門 758 東レ㈱ 77 ㈱大森廻漕店 40 関本㈱ 36

食品部門 47 ㈱フリゴ 43

物資部門 244 旭化成建材㈱ 213 浅巻建設㈱ 28

電子部門 82 ㈱セイワ 7 伸和電器㈱ 7 浜松ホトニクス㈱ 6

計 1,133

期日別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月以降 計

金額(百万円) 344 382 246 160 1,133



２ 買掛金 

  

 
(注) 上記のうち、関係会社買掛金は346百万円であります。 

  

３ 短期借入金 

  

 
  

４ 預り金 

  

 
  

部門別 金額(百万円) 主な相手先及び金額(百万円)

繊維部門 817 東レ㈱ 54
神栄（上海）貿易
有限公司

41 オペロンテックス㈱ 34

食品部門 341 ㈱ＪＡＬＵＸ 42 ㈱鴨安商店 32 ㈱東栄物産 9

物資部門 316 神栄マテリアル㈱ 138 ㈱小松製作所 93
SHANGHAI KEHUI 
IMP. & EXP. CO. 
LTD.

30

電子部門 290 神栄コンデンサ㈱ 57 九州シンエイ電子㈱ 57
Shinyei Kaisha 
Electronics(M)SDN. 
BHD.

48

計 1,765

借入先
金額 
(百万円)

最終返済期日 借入先
金額
(百万円)

最終返済期日

㈱みなと銀行 1,450 平成19年３月30日 ㈱京都銀行 200 平成18年４月28日

㈱三井住友銀行 1,083 平成18年６月30日 ㈱池田銀行 200 平成18年９月29日

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 700 平成18年11月30日 ㈱中国銀行 200 平成19年１月５日

農林中央金庫 700 平成18年８月31日 小計 5,533

中央三井信託銀行㈱ 400 平成18年９月29日
１年以内返済予定の
長期借入金

1,794

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 400 平成19年１月31日
計 7,327

㈱伊予銀行 200 平成18年８月25日

部門別 金額(百万円) 部門別 金額(百万円)

繊維部門 91 電子部門 0

食品部門 28 関係会社預り金 2,031

物資部門 0 計 2,151



(Ⅳ)固定負債 

  

１ 長期借入金 

  

 
(注) 金額欄の(内書)は、１年以内に返済予定の金額を示し、貸借対照表では流動負債の部に計上しております。 

  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

借入先
金額 
(百万円)

最終返済期日 借入先
金額
(百万円)

最終返済期日

㈱三井住友銀行
(380)
1,265

平成22年６月30日 ㈱池田銀行
(80)
280

平成22年６月30日

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行
(340)
1,075

平成22年11月25日 ㈱中国銀行
(70)
275

平成22年12月30日

㈱みなと銀行
(340)
880

平成22年11月30日 ㈱京都銀行
(100)
270

平成22年11月30日

農林中央金庫
(230)
750

平成22年12月22日 中央三井信託銀行㈱
(20)
95
平成22年12月16日

日本政策投資銀行
(44)
548

平成29年10月25日 その他
(60)
155

平成21年12月24日

㈱伊予銀行
(130)
390

平成22年12月30日 合計
(1,794)
5,983



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) 平成18年６月29日開催の定時株主総会決議により定款の一部変更が行われ、公告方法は次のとおりとなりまし

た。 

「当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告

をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。」 

なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりです。 

(ホームページアドレス http://www.shinyei.co.jp/) 

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券、500株券、1,000株券、10,000株券及び100株未満の株数を表示した株券

中間配当基準日 ―

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号
三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所
三菱UFJ信託銀行株式会社 全国本支店
野村證券株式会社     全国本支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

株券喪失登録

  株券喪失登録申請料 １件につき10,000円

  株券登録料 １枚につき500円

単元未満株式の買取り

  取扱場所
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号
三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所
三菱UFJ信託銀行株式会社 全国本支店
野村證券株式会社     全国本支店

  買取手数料 無料

公告掲載方法 日本経済新聞 (注)

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書
であります。 

  

  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第137期)

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日

平成17年６月29日 
近畿財務局長に提出。

(2)
  
半期報告書 
 

  
(第138期中) 

 

  
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日

  
平成17年12月20日 
近畿財務局長に提出。

(3)
  
臨時報告書 
 

  
平成18年４月26日 
近畿財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成17年６月29日

神栄株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている神栄株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明

細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、神栄株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結

会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  谷  紀  之  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  河  崎  雄  亮  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月29日

神栄株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている神栄株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明

細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、神栄株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結

会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。 

  

追記情報 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４ 会計処理基準に関する事項(3)④に記載されていると

おり、会社は役員退職慰労金に関する会計方針を連結子会社４社について、支出時の費用として処理する方

法から内規に基づく連結会計年度末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更している。  

また、会計処理の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当

該会計基準により連結財務諸表を作成している。  

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  谷  紀  之  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  黒  崎    寛    ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  河  崎  雄  亮  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成17年６月29日

神栄株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている神栄株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第137期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、神栄株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  谷  紀  之  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  河  崎  雄  亮  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月29日

神栄株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている神栄株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第138期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、神栄株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計

基準により財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  谷  紀  之  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  黒  崎    寛    ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  河  崎  雄  亮  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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